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処分区分

（申請/不利益）
処分の概要
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法令/例規名称 根拠条項 備考

1 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 被保険者証の交付 法令 介護保険法 第12条第3項
2 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要介護認定 法令 介護保険法 第27条第7項
3 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要介護認定の更新 法令 介護保険法 第28条第4項
4 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要介護状態区分の変更の認定 法令 介護保険法 第29条第2項
5 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要支援認定 法令 介護保険法 第32条第6項
6 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要支援認定の更新 法令 介護保険法 第33条第4項
7 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 要支援状態区分の変更の認定 法令 介護保険法 第33条の2第2項
8 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護給付等対象サービスの種類の指定 法令 介護保険法 第37条第5項
9 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 居宅介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第41条第1項

10 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例居宅介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第42条第1項
11 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 地域密着型介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第42条の2第1項
12 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例地域密着型介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第42条の3第1項
13 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 居宅介護福祉用具購入費の支給 法令 介護保険法 第44条第1項
14 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 居宅介護住宅改修費の支給 法令 介護保険法 第45条第1項
15 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 居宅介護サービス計画費の支給 法令 介護保険法 第46条第1項
16 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例居宅介護サービス計画費の支給 法令 介護保険法 第47条第1項
17 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 施設介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第48条第1項
18 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例施設介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第49条第1項
19 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 居宅介護サービス費等の額の特例 法令 介護保険法 第50条
20 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 高額介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第51条第1項
21 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 高額医療合算介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第51条の2第1項
22 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特定入所者介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第51条の3第1項
23 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例特定入所者介護サービス費の支給 法令 介護保険法 第51条の4第1項
24 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第53条第1項
25 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第54条第1項
26 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 地域密着型介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第54条の2第1項
27 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第54条の3第1項
28 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護予防福祉用具購入費の支給 法令 介護保険法 第56条第1項
29 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護予防住宅改修費の支給 法令 介護保険法 第57条第1項
30 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護予防サービス計画費の支給 法令 介護保険法 第58条第1項
31 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例介護予防サービス計画費の支給 法令 介護保険法 第59条第1項
32 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 介護予防サービス費等の額の特例 法令 介護保険法 第60条
33 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 高額介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第61条第1項
34 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 高額医療合算介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第61条の2第1項
35 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例入所者介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第61条の3第1項

申請に対する処分及び不利益処分一覧表
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36 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特例特定入所者介護予防サービス費の支給 法令 介護保険法 第61条の4第1項
37 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 指定地域密着型サービス事業者の指定 法令 介護保険法 第78条の2第1項

38 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
指定地域密着型サービス事業者の
指定の更新（第70条の2の準用）

法令 介護保険法 第70条の2

39 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定 法令 介護保険法 第115条の12第1項

40 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者の指定の更新(第70
条の2の準用)

法令 介護保険法 第70条の2

41 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 指定介護予防支援事業者の指定 法令 介護保険法 第115条の22第1項

42 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
指定介護予防支援事業者の指
定の更新(第70条の2の準用)

法令 介護保険法 第70条の2

43 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 指定居宅介護支援事業者の指定法令 介護保険法 第79条

44 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
指定居宅介護支援事業者の指
定の更新

法令 介護保険法 第79条の2

45 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
介護予防・日常生活支援総合事
業の指定事業者の指定

法令 介護保険法 第115条の45の5

46 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
介護予防・日常生活支援総合事
業の指定事業者の指定の更新

法令 介護保険法 第115条の45の6

47 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 特定入所者の負担限度額の認定 法令 介護保険法施行規則

第83条の6第4項（第
97条の4及び第172条
の2において準用する
場合を含む。)

48 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
特定入所者介護サービス費の負
担限度額差額の支給

法令 介護保険法施行規則

第83条の8第1項（第
97条の4及び第172条
の2において準用する
場合を含む。)

49 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
特定入所者介護サービス費の負
担限度額認定

法令 介護保険法施行規則 第83条の5

50 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
特定入所者介護予防サービス費
の負担限度額認定

法令 介護保険法施行規則 第97条の3

51 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請
特定入所者介護予防サービス費
の負担限度額差額の支給

法令 介護保険法施行規則 第97条の4

52 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 保険料の徴収猶予 例規 上天草市介護保険条例 第12条第1項
53 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 保険料の減免 例規 上天草市介護保険条例 第13条第1項、第2項
54 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 老人福祉センターの使用の許可 例規 上天草市老人福祉センター条例 第7条
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55 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 申請 老人福祉センターの使用料の免除 例規 上天草市老人福祉センター条例 第11条
56 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 在宅サービスの提供にかかる措置 法令 老人福祉法 第10条の4第1項
57 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 日常生活用具の給付等の措置の解除 法令 老人福祉法 第10条の4第2項
58 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 養護老人ホーム等への入所措置等の解除 法令 老人福祉法 第11条第1項
59 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 入所措置費用の徴収 法令 老人福祉法 第28条第1項
60 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 不正利得の徴収 法令 介護保険法 第22条
61 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 職権による要介護状態区分の変更の認定 法令 介護保険法 第30条第1項
62 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 要介護認定の取消し 法令 介護保険法 第31条第1項
63 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 職権による要支援状態区分の変更の認定 法令 介護保険法 第33条の3第1項
64 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 要支援認定の取消し 法令 介護保険法 第34条第1項
65 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 故意の場合の保険給付の制限 法令 介護保険法 第64条
66 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 文書提出等に従わない場合の保険給付の制限 法令 介護保険法 第65条
67 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 保険料滞納者に係る支払方法の変更 法令 介護保険法 第66条第1項、第2項
68 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 保険給付の支払の一時差止め 法令 介護保険法 第67条第1項、第2項

69 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
医療保険各法の規定による保険
料等に未納がある者に対する保
険給付の一時差止め

法令 介護保険法 第68条第4項

70 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
保険料を徴収する権利が消滅し
た場合の保険給付の特例

法令 介護保険法 第69条第1項

71 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定地域密着型サービス事業者
に対する措置命令

法令 介護保険法 第78条の9第3項

72 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定地域密着型サービス事業者
の指定の取消し等

法令 介護保険法 第78条の10

73 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者に対する措置命令

法令 介護保険法 第78条の9第3項

74 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定地域密着型介護予防サー
ビス事業者の指定の取り消し等

法令 介護保険法 第115条の19

75 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定介護予防支援事業者に対
する措置命令

法令 介護保険法 第115条の28第3項

76 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定介護予防支援事業者の指
定の取消し等

法令 介護保険法 第115条の29

77 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定居宅介護支援事業者に対
する措置命令

法令 介護保険法 第83条の2

78 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
指定居宅介護支援事業者の指
定の取消し等

法令 介護保険法 第84条
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79 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
介護予防・日常生活支援総合事業
の指定事業者に対する措置命令

法令 介護保険法 第115条の45の8

80 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
介護予防・日常生活支援総合事業
の指定事業者の指定の取消し等

法令 介護保険法 第115条の45の9

81 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 拘禁の場合の保険給付の制限 法令 介護保険法 第63条
82 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 第一号被保険者に係る保険料の賦課 法令 介護保険法 第129条第2項
83 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 督促手数料の徴収 例規 上天草市介護保険条例 第9条
84 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 延滞金の徴収 例規 上天草市介護保険条例 第10条
85 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 被保険者に対する過料 例規 上天草市介護保険条例 第15条、第16条、第17条、第18条、第19条

86 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益
老人福祉センターの使用許可の
取消し等

例規 上天草市老人福祉センター条例 第9条の2

87 健康福祉部 高齢者ふれあい課 保険給付管理係 不利益 老人福祉センター使用料の徴収 例規 上天草市老人福祉センター条例 第10条



　←【各処分の概要名】クリックで対象シートへ



　←【各処分の概要名】クリックで対象シートへ



　←【各処分の概要名】クリックで対象シートへ



　←【各処分の概要名】クリックで対象シートへ



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 被保険者証の交付

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第１２条第3項

基準規定 介護保険法施行規則第26条

標準処理期間 7日以内

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法施行規則］
第２６条 市町村は、第１号被保険者並びに第２号被保険者（法第９条第２号に規定
する被保険者をいう。以下同じ。）のうち法第２７条第１項又は第３２条第１項の規定
による申請を行ったもの及び法第１２条第３項の規定に基づき被保険者証の交付を
求めたものに対し、様式第1号による被保険者証を交付しなければならない。
２　　第２号被保険者は、前項の規定により被保険者証の交付を受けようとするとき
は、氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号を記載した申請書を市町村に提出し
なければならない。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要介護認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第27条第7項

基準規定
介護保険法第27条第7項第2号、第3項、第4項、第5項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第1条

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第２７条
 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請
書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、
当該被保険者は、生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居
宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって
厚生労働省令で定めるもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援セン
ターに、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。
２ 　市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険
者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定
める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保
険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することがで
きる。
３ 　市町村は、第1項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医
師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の
状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師が
ないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に
対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきこと
を命ずることができる。
４ 　市町村は、第2項の調査（第24条の2第1項第2号の規定により委託された場合に
あっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師の意見又は指
定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生労働省令
で定める事項を認定審査会に通知し、第1項の申請に係る被保険者について、次の
各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査及び判定
を求めるものとする。
一 　第一号被保険者　要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区
分
二 　第二号被保険者　要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分及
びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じ
たものであること。
５ 　認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働
大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号
に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとす
る。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げる事項
について、市町村に意見を述べることができる。
一 　当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関
する事項
二 　第41条第1項に規定する指定居宅サービス、第42条の2第1項に規定する指定
地域密着型サービス又は第48条第1項に規定する指定施設サービス等の適切かつ
有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第１条 介護保険法に規定する介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が
当該区分に応じそれぞれ当該各号に掲げる状態のいずれに該当するかについて行
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うものとする。
(1) 要介護１ 要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態（次条第
１項第２号に該当する状態を除く。)
(2) 要介護２ 要介護認定等基準時間が５０分以上７０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(3) 要介護３ 要介護認定等基準時間が７０分以上９０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(4) 要介護４ 要介護認定等基準時間が９０分以上１１０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(5) 要介護５ 要介護認定等基準時間が１１０分以上である状態（当該状態に相当す
ると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

標準処理期間 30日以内(法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要介護認定の更新

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第28条第4項

基準規定
介護保険法第27条第7項第2号、第3項、第4項、第5項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第1条

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第２８条
２ 　要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に
該当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当
該要介護認定の更新（以下「要介護更新認定」という。）の申請をすることができる。
３ 　前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由により
当該申請に係る要介護認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな
かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、要介護
更新認定の申請をすることができる。
４ 　前条（第8項を除く。）の規定は、前2項の申請及び当該申請に係る要介護更新認
定について準用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的読替え
は、政令で定める。
５ 　市町村は、前項において準用する前条第2項の調査を第46条第1項に規定する
指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設その他の
厚生労働省令で定める事業者若しくは施設（以下この条において「指定居宅介護支
援事業者等」という。）又は介護支援専門員であって厚生労働省令で定めるものに委
託することができる。

第２７条
 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請
書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、
当該被保険者は、生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居
宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって
厚生労働省令で定めるもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援セン
ターに、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。
２ 　市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険
者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定
める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保
険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することがで
きる。
３ 　市町村は、第1項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医
師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の
状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師が
ないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に
対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきこと
を命ずることができる。
４ 　市町村は、第2項の調査（第24条の2第1項第2号の規定により委託された場合に
あっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師の意見又は指
定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生労働省令
で定める事項を認定審査会に通知し、第1項の申請に係る被保険者について、次の
各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査及び判定
を求めるものとする。
一 　第一号被保険者　要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区
分
二 　第二号被保険者　要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分
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及びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生
じたものであること。
５ 　認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働
大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号
に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとす
る。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げる事項
について、市町村に意見を述べることができる。
一 　当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関
する事項
二 　第41条第1項に規定する指定居宅サービス、42条の2第1項に規定する指定地
域密着型サービス又は第48条第1項に規定する指定施設サービス等の適切かつ有
効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第１条 介護保険法に規定する介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が
当該区分に応じそれぞれ当該各号に掲げる状態のいずれに該当するかについて行
うものとする。
(1) 要介護１ 要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態（次条第
１項第２号に該当する状態を除く。)
(2) 要介護２ 要介護認定等基準時間が５０分以上７０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(3) 要介護３ 要介護認定等基準時間が７０分以上９０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(4) 要介護４ 要介護認定等基準時間が９０分以上１１０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(5) 要介護５ 要介護認定等基準時間が１１０分以上である状態（当該状態に相当す
ると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

標準処理期間 30日以内(法第28条第4項において準用する法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要介護状態区分の変更の認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第29条第2項

基準規定
介護保険法第27条第7項第2号、第3項、第4項、第5項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第1条

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第２９条
　要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けている要介
護認定に係
る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認めるときは、厚生労働省
令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分の変更の認定の申請をす
ることができる。
　２ 第27条及び前条第5項から第8項までの規定は、前項の申請及び当該申請に係
る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、これらの規
定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める

第２７条
 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請
書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、
当該被保険者は、生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居
宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって
厚生労働省令で定めるもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援セン
ターに、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。
２ 　市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険
者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定
める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保
険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することがで
きる。
３ 　市町村は、第1項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医
師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の
状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師が
ないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に
対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきこと
を命ずることができる。
４ 　市町村は、第2項の調査（第24条の2第1項第2号の規定により委託された場合に
あっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師の意見又は指
定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生労働省令
で定める事項を認定審査会に通知し、第1項の申請に係る被保険者について、次の
各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査及び判定
を求めるものとする。
一 　第一号被保険者　要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区
分
二 　第二号被保険者　要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分
及びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生
じたものであること。
５ 　認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働
大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号
に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとす
る。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げる事項
について、市町村に意見を述べることができる。
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一 　当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関
する事項
二 　第41条第1項に規定する指定居宅サービス、第42条の2第1項に規定する指定
地域密着型サービス又は第48条第1項に規定する指定施設サービス等の適切かつ
有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項
(以下省略)

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第１条 介護保険法に規定する介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が
当該区分に応じそれぞれ当該各号に掲げる状態のいずれに該当するかについて行
うものとする。
(1) 要介護１ 要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態（次条第
１項第２号に該当する状態を除く。)
(2) 要介護２ 要介護認定等基準時間が５０分以上７０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(3) 要介護３ 要介護認定等基準時間が７０分以上９０分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(4) 要介護４ 要介護認定等基準時間が９０分以上１１０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(5) 要介護５ 要介護認定等基準時間が１１０分以上である状態（当該状態に相当す
ると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

標準処理期間 30日以内(法第29条第2項において準用する法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要支援認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第32条第6項

基準規定
介護保険法第32条第2項、第3項、第4項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第2条

標準処理期間 30日以内(法第32条第9項において準用する法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第３２条
　要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に
被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被保険
者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業
者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの
又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代
わって行わせることができる。
　２ 第27条第2項及び第3項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申請に係る被保
険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令について準用する。
　３ 市町村は，前項において準用する第２７条第２項の調査の結果，前項において準用する２
７条第３項の主治の医師の意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断
の結果その他厚生労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第１項の申請に係る被保
険者について、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査
及び判定を求めるものとする。
(1) 第１号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区分
(2) 第２号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分及びその要支
援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じたものであること。
　４ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働大臣が定
める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について，同項各号に規定する事項に
関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとする。（以下省略）

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第２条 介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が当該区分に応じそれぞれ当該各
号に掲げる状態のいずれかに該当するかについて行うものとする。
(1) 要支援１ 要介護認定等基準時間が２５分以上３２分未満である状態（当該状態に相当する
と認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(2) 要支援２ 要支援状態の継続見込期間（法第７条に規定する期間をいう。)にわたり継続して
常時介護を要する状態の軽減又は悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ、要介
護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態に相当すると認められない
ものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要支援認定の更新

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第33条第4項

基準規定
介護保険法第32条第2項、第3項、第4項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第2条

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第３３条
２ 要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に該
当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当該
要支援認定の更新(以下「要支援更新認定」という。)の申請をすることができる。
３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由により
当該申請に係る要支援認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな
かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から1月以内に限り、要支援更
新認定の申請をすることができる。
４ 前条(第7項を除く。)及び第28条第5項から第8項までの規定は、前2項の申請及び
当該申請に係る要支援更新認定について準用する。この場合において、これらの規
定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第３２条
　要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申
請書に
被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該
被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅
介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚
生労働省令で定めるもの又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センター
に、当該申請に関する手続を代わって行わせることができる。
　２ 第27条第2項及び第3項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申請に
係る被保険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令について準
用する。
　３ 市町村は，前項において準用する第２７条第２項の調査の結果，前項において準
用する２７条第３項の主治の医師の意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師
であるものの診断の結果その他厚生労働省令で定める事項を認定審査会に通知
し、第１項の申請に係る被保険者について、次の各号に掲げる被保険者の区分に応
じ、当該各号に定める事項に関し審査及び判定を求めるものとする。
(1) 第１号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区分
(2) 第２号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分及び
その要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じた
ものであること。
　４ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働
大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号
に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとす
る。

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第２条 介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が当該区分に応じそれぞ
れ当該各号に掲げる状態のいずれかに該当するかについて行うものとする。
(1) 要支援１ 要介護認定等基準時間が２５分以上３２分未満である状態（当該状態に
相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(2) 要支援２ 要支援状態の継続見込期間（法第７条に規定する期間をいう。)にわた
り継続して常時介護を要する状態の軽減又は悪化の防止に特に資する支援を要す
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ると見込まれ、要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

標準処理期間 30日以内(法第33条第4項において準用する法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 要支援状態区分の変更の認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第33条の2第2項

基準規定
介護保険法第32条第２項、第３項、第４項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第2条

標準処理期間 30日以内(法第33条の２第２項において準用する法第27条第11項）

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第３３条の２
要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に受けている要支援認定に係
る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当すると認めるときは、厚生労働省令で定め
るところにより、市町村に対し、要支援状態区分の変更の認定の申請をすることができる。

第３２条
　要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に
被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。この場合において、当該被保険
者は、厚生労働省令で定めるところにより、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業
者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの
又は第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代
わって行わせることができる。
　２ 第27条第2項及び第3項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申請に係る被保
険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令について準用する。
　３ 市町村は、前項において準用する第２７条第２項の調査の結果、前項において準用する２
７条第３項の主治の医師の意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断
の結果その他厚生労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第１項の申請に係る被保
険者について、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査
及び判定を求めるものとする。
(1) 第１号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区分
(2) 第２号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分及びその要支
援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じたものであること。
　４ 認定審査会は，前項の規定により審査及び判定を求められたときは，厚生労働大臣が定
める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号に規定する事項に
関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものとする。（以下省略）

［要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令］
第２条 介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が当該区分に応じそれぞれ当該各
号に掲げる状態のいずれかに該当するかについて行うものとする。
(1) 要支援１ 要介護認定等基準時間が２５分以上３２分未満である状態（当該状態に相当する
と認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(2) 要支援２ 要支援状態の継続見込期間（法第７条に規定する期間をいう。)にわたり継続して
常時介護を要する状態の軽減又は悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ，要介
護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態に相当すると認められない
ものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護給付等対象サービスの種類の指定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第37条第5項

基準規定 介護保険法第37条第4項

標準処理期間 原則として，申請から３０日以内に，審査，応答する。

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第３７条　（略）
４ 市町村は、第２項の申請があった場合において、厚生労働省令で定めるところによ
り、認定審査会の意見を聴き、必要があると認めるときは、当該指定に係る居宅サー
ビス，地域密着型サービス，施設サービス，介護予防サービス又は地域密着型介護
予防サービスの種類の変更をすることができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 居宅介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第41条第1項

基準規定
介護保険法第41条第2項
介護保険法施行規則第62条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第４１条　（略）
２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認
める場合に限り、支給するものとする。

［介護保険法施行規則］
第６２条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介
護サービス費は、それぞれ第６条、第８条又は第１１条に規定する基準に適合してい
る居宅要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以
下同じ。）に係るものと認められるものに限り支給するものとする。
２ 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第１３条に規定する居宅要介護
被保険者に係るものと認められるものに限り支給するものとする。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例居宅介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第42条第1項

基準規定
介護保険法第42条第1項
介護保険法施行令第15条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第42条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介
護サービス費を支給する。
（1） 居宅要介被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他や
むを得ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
（2） 居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相
当するサービス(指定居宅サービスの事業に係る第74条第1項の都道府県の条例で
定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第2項に規定する
指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準のうち、都道府県の条例で
定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに限る。次号
及び事項において「基準該当居宅サービス」という。)を受けた場合において、必要が
あると認めるとき。
（3） 指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島そ
の他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居
宅要介護被保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅
サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めると
き。
（4） その他政令で定めるとき。

[介護保険法施行令]
第15条 法第42条第1項第4号に規定する政令で定めるときは、次のとおりとする。
（1） 居宅要介護被保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。
以下同じ。)
が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで指定居宅サービ
スを受けた場合において、必要があると認めるとき。
（2） 居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により基準該当居宅サービス(法第42条第1項第2号に規定する基
準該当居宅サービスをいう。次号、第22条の5及び第29条の5において同じ。)を受け
た場合において、必要があると認めるとき。
（3） 法第42条第1項第3号に規定する居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効
力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定居宅サービス及び基準
該当居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合
において、必要があると認めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 地域密着型介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第42条の2第1項

基準規定 介護保険法第42条の2第1項

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第42条の2 市町村は、要介護被保険者が、当該市町村の長が指定する者(以下「指
定地域密着型サービス事業者」という。)から当該指定に係る地域密着型サービス事
業を行う事業所により行われる地域密着型サービス(以下「指定地域密着型サービ
ス」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定地域密着型サー
ビスに要した費用(認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応
型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費用、居
住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用
を除く。以下この条において同じ。)について、地域密着型介護サービス費を支給す
る。ただし、当該要介護被保険者が、第37条第1項の規定による指定を受けている場
合において、当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたときは、この
限りでない。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例地域密着型介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第42条の3第1項

基準規定 介護保険法第42条の3第1項

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
(特例地域密着型介護サービス費の支給)
第42条の3 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例地域密着
型介護サービス費を支給する。
（1） 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ
を得ない理由により指定地域密着型サービスを受けた場合において、必要があると
認めるとき。
（2） 指定地域密着型サービス(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除
く。以下この号において同じ。)の確保が著しく困難である離島その他の地域であって
厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する要介護被保険者が、指
定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス(地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護を除く。)又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要
があると認めるとき。
（3） その他政令で定めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 居宅介護福祉用具購入費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第44条第1項

基準規定
介護保険法第44条
介護保険法施行規則第70条、第73条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第４４条　（略）
２ 　居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と
認める場合に限り、支給するものとする。
３ 　居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用の額
の１００分の９０に相当する額とする。
４ 　居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入し
た特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居宅介護福
祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところにより算定し
た額の１００分の９０に相当する額を超えることができない。
５ 　前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省
令で定める期間における特定福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚生労働大
臣が定める額とする。
６ 　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第４項の居宅介護
福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村における
居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。
７ 　居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第４項に規定する総額が同項に規定
する１００分の９０に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉用具購入費の
額は、第３項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。

［介護保険法施行規則］
第７０条 居宅介護福祉用具購入費は、当該居宅要介護被保険者の日常生活の自立を
助けるために必要と認められる場合に限り支給するものとする。
２ 居宅介護福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第７２条に規定する居宅
介護福祉用具購入費支給限度額管理期間において、当該居宅要介護被保険者が当該
購入した特定福祉用具(法第８条第１３項に規定する特定福祉用具をいう。以下同じ。)と
同一の種目の特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具(法第８条の２第１１項に規定す
る特定介護予防福祉用具をいう。以下同じ。)（当該購入した特定福祉用具と用途及び機
能が著しく異なるものを除く。)を既に購入しており、かつ、その購入について居宅介護福
祉用具購入費又は介護予防福祉用具購入費が支給されている場合については，支給し
ないものとする。ただし、当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が
破損した場合、当該居宅要介護被保険者の介護の必要の程度が著しく高くなった場合そ
の他特別の事情がある場合であって、市町村が当該申請に係る居宅介護福祉用具購入
費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。

第７３条 　法第４４条第４項 の規定により算定する額は、同条第５項 に規定する居宅介
護福祉用具購入費支給限度基準額から、当該居宅介護福祉用具購入費支給限度額管
理期間中に購入した特定介護予防福祉用具につき既に支給された法第５６条第１項 に
規定するそれぞれの介護予防福祉用具購入費の額に９０分の１００（法第５９条の２ の規
定が適用される場合にあっては、８０分の１００）を乗じて得た額の合計額を控除して得た
額とする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 居宅介護住宅改修費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第45条第1項

基準規定
介護保険法第45条第2項
介護保険法施行規則第74条、第76条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第４４条　（略）
２ 　居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必
要と認める場合に限り、支給するものとする。
３ 　居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用
の額の100分の90に相当する額とする。
４ 　居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購
入した特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居宅
介護福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところに
より算定した額の100分の90に相当する額を超えることができない。
５ 　前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働
省令で定める期間における特定福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚生
労働大臣が定める額とする。
６ 　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第4項の居宅
介護福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村
における居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。
７ 　居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第4項に規定する総額が同項に
規定する100分の90に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉用具購
入費の額は、第3項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす
る。

［介護保険法施行規則］
第７４条 居宅介護住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要介護被保険者が現に
居住する住宅について行われたものであり,かつ,当該居宅要介護被保険者の心身の
状況、住宅の状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するものとする。

第７６条 　法第４５条第４項 の規定により算定する額は、第１号の額及び第２号の額
の合計額から第３号の額を控除して得た額とする。
一 　当該申請に係る住宅改修の着工日における当該住宅改修の種類に係る法第４
５条第５項 に規定する居宅介護住宅改修費支給限度基準額
二 　居宅要介護被保険者が住宅改修を行ったときに現に居住している住宅（以下こ
の条において「現住宅」という。）以外の住宅であって現住宅が所在する市町村に所
在するものに係る当該住宅改修と同一の種類の住宅改修に要した費用について当
該居宅要介護被保険者に対して既に支給されたそれぞれの居宅介護住宅改修費の
額に９０分の１００（法第４９条の２ の規定が適用される場合にあっては、８０分の１０
０）を乗じて得た額の合計額
三 　現住宅に係る当該住宅改修と同一の種類の住宅改修に要する費用について当
該居宅要介護被保険者に対して既に支給されたそれぞれの介護予防住宅改修費の
額に９０分の１００（法第５９条の２ の規定が適用される場合にあっては、８０分の１０
０百）を乗じて得た額の合計額
２ 　前項の規定にかかわらず、当該居宅要介護被保険者の介護の必要の程度が著

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 居宅介護サービス計画費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第46条第1項

基準規定
介護保険法第46条第7項において準用する同法第41条第2項
介護保険法第41条第2項の規定による介護保険法施行規則第62条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第46条　（略）
７ 第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、居宅介護サービス計画費の
支給について、同条第8項の規定は、指定居宅介護支援事業者について準用する。
この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第41条　（略）
２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認
める場合に限り、支給するものとする。

[介護保険法施行規則]
第62条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介
護サービス費は、それぞれ第6条、第8条又は第11条に規定する基準に適合している
居宅要介護被保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下
同じ。)に係るものと認められるものに限り支給するものとする。
２ 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第13条に規定する居宅要介護
被保険者に係るものと認められるものに限り支給するものとする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例居宅介護サービス計画費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第47条第1項

基準規定
介護保険法第47条第1項
介護保険法施行令第20条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第４７条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介
護サービス計画費を支給する。
(1) 居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相
当するサービス(指定居宅介護支援の事業に係る第８１条第１項の都道府県の条例
で定める員数及び同条第２項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する
基準のうち，都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所
により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当居宅介護支援」とい
う。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
(2) 指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島そ
の他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居
宅要介護被保険者が，指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援以外の居宅
介護支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認める
とき。
(3) その他政令で定めるとき。

［介護保険法施行令］
第２０条 法第４７条第１項第３号に規定する政令で定めるときは、居宅要介護被保険
者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで指定居宅介護
支援を受けた場合において、必要があると認めるときとする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 施設介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第48条第1項

基準規定
介護保険法第48条第1項及び同条第7項において準用する第41条第2項
介護保険法施行規則第80条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第48条 市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス(以下「指定施設
サービス等」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定施設
サービス等に要した費用(食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日
常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において
同じ。)について、施設介護サービス費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、
第37条第1項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以
外の施設サービスを受けたときは、この限りでない。
（1） 都道府県知事が指定する介護老人福祉施設(以下「指定介護老人福祉施設」と
いう。)
（2） 介護保健施設サービス
第2項から第6項まで 略
７ 第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、施設介護サービス費の支給
について、同条第8項の規定は、介護保険施設について準用する。この場合におい
て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第41条
２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認
める場合に限り、支給するものとする。

[介護保険法施行規則]
第80条 介護保健施設サービス又は介護療養施設サービスに係る施設介護サービス
費(法第48条第1項に規定する施設介護サービス費をいう。以下同じ。)は、第20条に
規定する要介護者に限り支給するものとする。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例施設介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第49条第1項

基準規定
介護保険法第49条第1項
介護保険法施行令第22条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第49条 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設介護
サービス費を支給する。
（1） 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ
を得ない理由により指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると認め
るとき。
（2） その他政令で定めるとき。

[介護保険法施行令]
第22条 法第49条第1項第2号に規定する政令で定めるときは、要介護被保険者が、
緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで法第48条第1項に規
定する指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると認めるときとする。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 居宅介護サービス費等の額の特例

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第50条

基準規定
介護保険法第50条
介護保険法施行規則第83条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第５０条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、居宅サービス（これに相当するサービスを含む。次項において同じ。）、地域密着
型サービス（これに相当するサービスを含む。同項において同じ。）若しくは施設サー
ビス又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険
者が受ける前条各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する
場合（同条の規定により読み替えて適用する場合を除く。）においては，これらの規定
中「１００分の９０」とあるのは，「１００の９０を超え１００分の１００以下の範囲内におい
て市町村が定めた割合」とする。
２ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、居
宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用
を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条各号に掲げる介
護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替え
て適用する場合に限る。）においては、同条の規定により読み替えて適用するこれら
の規定中「１００分の８０」とあるのは、「１００分の８０を超え１００分の１００以下の範
囲内において市町村が定めた割合」とする。

[介護保険法施行規則]
第８３条 法第５０条第１項及び第２項の厚生労働省令で定める特別の事情は、次の
とおりとする。
(1) 要介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風
水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産につい
て著しい損害を受けたこと。
(2) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又は
その者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収
入が著しく減少したこと。
(3) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は
業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。
(4) 要介護被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、
冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減
少したこと。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 高額介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第51条第1項

基準規定
介護保険法第51条第2項
介護保険法施行令第22条の2の2

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第51条　（略）
２ 前項に規定するもののほか、高額介護サービス費の支給要件、支給額その他高
額介護サービス費の支給に関して必要な事項は、居宅サービス、地域密着型サービ
ス又は施設サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令で定
める。

[介護保険法施行令]
第２２条の２ 　法第４９条の２ に規定する所得の額は、同条 各号に掲げる介護給付
に係るサービス（以下「介護給付対象サービス」という。）のあった日の属する年の前
年（当該介護給付対象サービスのあった日の属する月が１月から７月までの場合に
あっては、前々年。第３項において同じ。）の合計所得金額（地方税法 （昭和２５年法
律第２２６号）第２９２条第２項第１３号 に規定する合計所得金額をいい、その額が零
を下回る場合には、零とする。以下同じ。）とする。
２ 　法第４９条の二 の政令で定める額は、１６０万円とする。
３ 　前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。
一 　介護給付対象サービスを受けた第１号被保険者（法第１条第１号 に規定する第
１号 被保険者をいう。以下同じ。）及びその属する世帯の他の世帯員である全ての
第一号被保険者について、当該介護給付対象サービスのあった日の属する年の前
年中の公的年金等の収入金額（所得税法 （昭和４０年法律第３３号）第３５条第２項
第１号 に規定する公的年金等の収入金額をいう。以下同じ。）及び同年の合計所得
金額から所得税法第３５条第２項第１号 に掲げる金額を控除して得た額（その額が
零を下回る場合には、零とする。第２９条の２第３項第１号において同じ。）の合計額
が３４６万円（当該世帯に他の世帯員である第１号被保険者がいない場合にあって
は、２８０万円）に満たない場合
二 　介護給付対象サービスを受けた第一号被保険者が当該介護給付対象サービス
のあった日の属する年度（当該介護給付対象サービスのあった日の属する月が４月
から７月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法 の規定による市町村民税
（同法 の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条 の規定によって課す
る所得割を除く。次条第５項第１号、第２２条の３第６項第３号２並びに第７項第１号２
及び第２号２並びに第２９条の２の２第５項第１号を除き、以下同じ。）を課されていな
い者又は市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者である
場合
三 　介護給付対象サービスを受けた第１号被保険者が当該介護給付対象サービス
のあった日において生活保護法 （昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項 に規定す
る被保護者（以下「被保護者」という。）である場合
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 高額医療合算介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第51条の2第1項

基準規定
介護保険法第51条の2
介護保険法施行令第22条の3

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第51条の2　（略）
２ 　前条第２項の規定は、高額医療合算介護サービス費の支給について準用する。

[介護保険法施行令]
第22条の3 　法第51条の2第1項 に規定する政令で定める額は、次のとおりとする。
一 　健康保険法 （大正11年法律第70号）第115条第1項 に規定する一部負担金等の
額（同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控
除して得た額とする。）
二 　船員保険法第83条第1項 に規定する一部負担金等の額（同項 の高額療養費が
支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額とする。）
三 　国民健康保険法 （昭和33年法律第192号）第57条の2第1項 に規定する一部負
担金等の額（同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当
する額を控除して得た額とする。）
四 　国家公務員共済組合法 （昭和33年法律第128号）第60条の2第1項 に規定する
一部負担金等の額（同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額
に相当する額を控除して得た額とする。）
五 　地方公務員等共済組合法 （昭和37年法律第152号）第62条の2第1項 に規定す
る一部負担金等の額（同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給
額に相当する額を控除して得た額とする。）
六 　私立学校教職員共済法 （昭和28年法律第245号）第25条 において準用する国
家公務員共済組合法第60用する同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、
当該支給額に相当する額を控除して得た額とする。）
七 　高齢者の医療の確保に関する法律 （昭和57年法律第80号）第84条第1項 に規
定する一部負担金等の額（同項 の高額療養費が支給される場合にあっては、当該
支給額に相当する額を控除して得た額とする。）
２ 　高額医療合算介護サービス費は、次に掲げる額を合算した額から70歳以上医療
合算支給総額（次項の70歳以上医療合算利用者負担世帯合算額から同項の70歳以
上医療合算算定基準額を控除した額（当該額が高額医療合算介護サービス費の支
給の事務の執行に要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める支給基準額（以下
この条において「支給基準額」という。）以下である場合又は当該70歳以上医療合算
利用者負担世帯合算額の算定につき同項ただし書に該当する場合には、零とす
る。）をいう。）を控除した額（以下この項において「医療合算利用者負担世帯合算額」
という。）が医療合算算定基準額に支給基準額を加えた額を超える場合に第1号に規
定する基準日被保険者に支給するものとし、その額は、医療合算利用者負担世帯合
算額から医療合算算定基準額を控除した額に医療合算按分率（同号、第2号、第4号
及び第5号に掲げる額の合算額から次項の規定により高額医療合算介護サービス費
が支給される場合における当該支給額の算定に係る同項の70歳以上医療合算利用
者負担世帯合算額から同項に規定する70歳以上医療合算算定基準額を控除した額
に同項に規定する70歳以上医療合算按分率を乗じて得た額（以下この項において
「70歳以上世帯支給額」という。）を控除した額を、医療合算利用者負担世帯合算額
で除して得た率をいう。）を乗じて得た額に被保険者医療合算按分率（第1号に掲げる
額から次項の規定により支給される高額医療合算介護サービス費を控除した額を、
同号、第2号、第4号及び第5号に掲げる額の合算額から70歳以上世帯支給額を控除
した額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額とする。ただし、第1号から第6号までに
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掲げる額を合算した額又は第7号に掲げる額が零であるときは、この限りでない。
一 　前年8月1日から7月31日までの期間（以下この条及び第29条第3項において「計
算期間」という。）において、当該市町村の行う介護保険の被保険者（計算期間の末
日（以下この条において「基準日」という。）において被保険者である者に限る。以下こ
の条において「基準日被保険者」という。）が受けた居宅サービス等に係る前条第2項
第1号及び第2号に掲げる額の合算額（同項の規定により高額介護サービス費が支
給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。）
二 　計算期間において、基準日被保険者が受けた介護予防サービス等に係る前条
第2項第3号及び第4号に掲げる額の合算額（第29条の2の2第2二項の規定により高
額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とす
る。）
三 　計算期間において、基準日被保険者が他の市町村の行う介護保険の被保険者
であった間に受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る前条第2項第1
号から第4号までに掲げる額の合算額（同項の規定により高額介護サービス費が支
給される場合又は第29条の2の2第2項の規定により高額介護予防サービス費が支
給される場合にあっては、これらの支給額の合計額を控除した額とする。）
四 　計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が当該市町村の行う介護保
険の被保険者であった間に受けた居宅サービス等に係る第1号に規定する合算額
五 　計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が当該市町村の行う介護保
険の被保険者であった間に受けた介護予防サービス等に係る第2号に規定する合算
額
六 　計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が他の市町村の行う介護保
険の被保険者であった間に受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る
第3号に規定する合算額
七 　次のイからリまでに掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれイからリまで
に定める額
イ　基準日において健康保険法 の規定による被保険者（同法第3条第2項 の規定に
よる日雇特例被保険者、国家公務員共済組合法 及び地方公務員等共済組合法 に
基づく共済組合の組合員並びに私立学校教職員共済法 の規定による私立学校教
職員共済制度の加入者を除く。第4項において「健康保険被保険者」という。）又はそ
の被扶養者（健康保険法 の規定による被扶養者をいう。同項において「健康保険被
扶養者」という。）である者　健康保険法施行令 （大正15年勅令第243号）第43条の2
第1項第1号 から第5号 までに掲げる額の合算額
ロ　基準日において日雇特例被保険者（健康保険法施行令第43条の2第1項第5号
に規定する日雇特例被保険者をいう。第四項において同じ。）又はその被扶養者（健
康保険法 の規定による被扶養者をいう。同項において「日雇特例被扶養者」とい
う。）である者　健康保険法施行令第44条第2項 において準用する同令第43条の2第
1項第1号 、第3号及び第5号に掲げる額の合算額
ハ　基準日において船員保険法 の規定による被保険者（国家公務員共済組合法 及
び地方公務員等共済組合法 に基づく共済組合の組合員を除く。第4項において「船
員保険被保険者」という。）又はその被扶養者（船員保険法 の規定による被扶養者を
いう。同項において「船員保険被扶養者」という。）である者　船員保険法施行令 （昭
和28年政令第240号）第11条第1項第1号 から第3号 までに掲げる額の合算額
ニ　基準日において国民健康保険法 の規定による被保険者（以下この条において
「国民健康保険被保険者」という。）である者（基準日において同法第6条 各号（第9号
及び第10号を除く。）のいずれかに該当することにより、当該基準日の翌日から国民
健康保険被保険者の資格を喪失することとなる者を除く。以下この条において同じ。）
国民健康保険法施行令 （昭和33年政令第362号）第29条の4の2第1項第1号 から第
5号 までに掲げる額の合算額
ホ　基準日において国家公務員共済組合法 に基づく共済組合の組合員（防衛省の
職員の給与等に関する法律施行令 （昭和27年政令第368号）第17条の3第1項 に規
定する自衛官等（以下この条において「自衛官等」という。）を除く。第4項において「国
共済組合員」という。）又はその被扶養者（同法 の規定による被扶養者をいい、自衛
官等の被扶養者を含む。同項において「国共済被扶養者」という。）である者　国家公
務員共済組合法施行令 （昭和33年政令第207号）第11条の3の6の2第1項第1号 か
ら第5号 までに掲げる額の合算額
ヘ　基準日において自衛官等である者　防衛省の職員の給与等に関する法律施行
令第17条の6の4第1項第1号 から第3号 までに掲げる額の合算額
ト　基準日において地方公務員等共済組合法 に基づく共済組合の組合員（第4項に
おいて「地共済組合員」という。）又はその被扶養者（同法 の規定による被扶養者を
いう。同項において「地共済被扶養者」という。）である者　地方公務員等共済組合法
施行令 （昭和37年政令第352号）第23条の3の6第1項第1号 から第5号 までに掲げる
額の合算額



チ　基準日において私立学校教職員共済法 の規定による私立学校教職員共済制度
の加入者（第4項において「私学共済加入者」という。）又はその被扶養者（同法第25
条 において準用する国家公務員共済組合法 の規定による被扶養者をいう。同項に
おいて「私学共済被扶養者」という。）である者　私立学校教職員共済法施行令 （昭
和28年政令第425号）第6条 において準用する国家公務員共済組合法施行令第11条
の3の6の2第1項第1号 から第5号 までに掲げる額の合算額
リ　基準日において高齢者の医療の確保に関する法律 の規定による被保険者（以
下この条において「後期高齢者医療の被保険者」という。）である者　高齢者の医療
の確保に関する法律施行令 （平成19年政令第318号）第16条の2第1項第1号 から第
3号 までに掲げる額の合算額
３ 　前項各号に掲げる額のうち、70歳に達する日の属する月の翌月以後に受けた居
宅サービス等若しくは介護予防サービス等又は同項第七号イからリまでに定める額
に係る規定に規定する療養（以下この項において「七十歳以上合算対象サービス」と
いう。）に係る額に相当する額として厚生労働省令で定めるところにより算定した額を
合算した額（以下この項において「70歳以上医療合算利用者負担世帯合算額」とい
う。）が70歳以上医療合算算定基準額に支給基準額を加えた額を超える場合は、70
歳以上医療合算利用者負担世帯合算額から70歳以上医療合算算定基準額を控除
した額に70歳以上医療合算按分率（70歳以上合算対象サービスに係る前項第1号、
第2号、第4号及び第5号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めるところ
により算定した額を合算した額を、70歳以上医療合算利用者負担世帯合算額で除し
て得た率をいう。）を乗じて得た額に70歳以上被保険者医療合算按分率（70歳以上
合算対象サービスに係る同項第1号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で
定めるところにより算定した額を、70歳以上合算対象サービスに係る同号、同項第2
号、第4号及び第5号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めるところに
より算定した額を合算した額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額を高額医療合算
介護サービス費として基準日被保険者に支給する。ただし、70歳以上合算対象サー
ビスに係る同項第1号から第6号までに掲げる額に相当する額として厚生労働省令で
定めるところにより算定した額を合算した額又は70歳以上合算対象サービスに係る
同項第7号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めるところにより算定し
た額が零であるときは、この限りでない。
４ 　第2項の基準日被保険者の合算対象者は、次の各号に掲げる基準日被保険者
の区分に応じ、当該各号に定める者とする。
一 　基準日において被用者保険被保険者等（健康保険被保険者、日雇特例被保険
者、船員保険被保険者、国共済組合員、自衛官等、地共済組合員又は私学共済加
入者をいう。以下この条において同じ。）である者　基準日においてその被扶養者（健
康保険被扶養者、日雇特例被扶養者、船員保険被扶養者、国共済被扶養者、地共
済被扶養者又は私学共済被扶養者をいう。以下この条において同じ。）である者
二 　基準日において被扶養者である者　基準日において当該者がその被扶養者で
ある被用者保険被保険者等である者又は基準日において当該被用者保険被保険者
等の被扶養者である当該者以外の者
三 　基準日において国民健康保険被保険者である者　基準日において当該者と同
一の世帯に属する当該者以外の国民健康保険被保険者である者
四 　基準日において後期高齢者医療の被保険者である者　基準日において当該者
と同一の世帯に属する当該者以外の後期高齢者医療の被保険者である者
５ 　第二項から前項までの規定は、当該計算期間において当該市町村が行う介護保
険の被保険者であった者（基準日において当該市町村が行う介護保険の被保険者
である者を除く。）に対する高額医療合算介護サービス費の支給について準用する。
６ 　第二項（前項において準用する場合を含む。）の医療合算算定基準額は、次の
各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
一 　基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者　次のイか
らホまでに掲げる者の区分に応じ、それぞれイからホまでに定める額
イ　ロからホまでに掲げる者以外の者　67万円
ロ　基準日の属する月の標準報酬月額等（医療保険各法（国民健康保険法 を除く。）
に規定する標準報酬月額、標準報酬の月額、給料の額及び標準給与の月額をいう。
以下この項及び次項において同じ。）が83万円以上の被用者保険被保険者等又はそ
の被扶養者　212万円
ハ　基準日の属する月の標準報酬月額等が53万円以上83万円未満の被用者保険
被保険者等又はその被扶養者　141万円
ニ　基準日の属する月の標準報酬月額等が28万円未満の被用者保険被保険者等
又はその被扶養者（ホに掲げる者を除く。）　60万円
ホ　市町村民税非課税者（基準日の属する年度の前年度（第9項の規定により前年8
月1日から3月31日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基
準日とみなした日の属する年度）分の地方税法 の規定による市町村民税が課されな



い者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むもの
とし、当該市町村民税の賦課期日において同法 の施行地に住所を有しない者を除
く。）をいう。次項において同じ。）である被用者保険被保険者等又はその被扶養者
（ロ及びハに掲げる者を除く。）　34万円
二 　基準日において国民健康保険被保険者である者　次のイからホまでに掲げる場
合に応じ、それぞれイからホまでに定める額
イ　ロからホまでに掲げる場合以外の場合　67万円
ロ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当該国民健康保
険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被保険者について基準日の
属する年の前々年（第9項の規定により8月1日から12月31日までのいずれかの日を
基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年の前年。ハ
及びニにおいて同じ。）の国民健康保険法施行令第29条の4の3第2項 に規定する基
準所得額を合算した額が901万円を超える場合　212万円
ハ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当該国民健康保
険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被保険者について基準日の
属する年の前々年の国民健康保険法施行令第29九条の四の3第2項 に規定する基
準所得額を合算した額が600万円を超え901万円以下の場合　141万円
ニ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当該国民健康保
険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被保険者について基準日の
属する年の前々年の国民健康保険法施行令第29条の4の3第2項 に規定する基準
所得額を合算した額が210万円以下の場合（ホに掲げる者を除く。）　60万円
ホ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において、（１）及び（２）に
掲げる区分に従い、それぞれ（１）及び（２）に定める者の全てについて基準日の属す
る年度の前年度（第九項の規定により前年8月1日から3月31日までのいずれかの日
を基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年度）分の地
方税法 の規定による市町村民税が課されない場合又は市町村の条例で定めるとこ
ろにより当該市町村民税が免除される場合（これらの者のいずれかが当該市町村民
税の賦課期日において同法 の施行地に住所を有しない者である場合を除く。次項に
おいて「市町村民税国保世帯非課税の場合」という。）　34万円
（１）　当該国民健康保険被保険者が市町村の行う国民健康保険の被保険者である
場合　当該者の属する世帯の世帯主及びその世帯に属する当該市町村の行う国民
健康保険の被保険者である者
（２）　当該国民健康保険被保険者が組合の行う国民健康保険の被保険者である場
合　当該者の属する世帯に属する当該組合の組合員及びその世帯に属する当該組
合の行う国民健康保険の被保険者である者
三 　基準日において後期高齢者医療の被保険者である者　次のイからニまでに掲げ
る者の区分に応じ、それぞれイからニまでに定める額
イ　ロからニに掲げる者以外の者　56万円
ロ　基準日において療養の給付（高齢者の医療の確保に関する法律 による療養の
給付をいう。）を受けることとした場合に同法第67条第1項第2号 の規定が適用される
者　67万円
ハ　市町村民税世帯非課税者（高齢者の医療の確保に関する法律施行令第16条の
3第1項第3号 の市町村民税世帯非課税者をいう。）（ニに掲げる者を除く。）　31万円
ニ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当該後期高齢者
医療の被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が基準日の属する年度
の前年度（第九項の規定により前年8月1日から3月31日までのいずれかの日を基準
日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年度）分の地方税法
の規定による市町村民税に係る各種所得の金額（高齢者の医療の確保に関する法
律施行令第十五条第一項第四号 に規定する「各種所得の金額」をいう。次項におい
て同じ。）及び他の所得と区分して計算される所得の金額がない者　19万円（計算期
間において、当該基準日被保険者及び当該基準日被保険者の合算対象者のうち複
数の者が介護保険の被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サービス
等を受けた場合にあっては、31万円とする。）
７ 　第3項（第5項において準用する場合を含む。）の70歳以上医療合算算定基準額
は、次の各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める
額とする。
一 　基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者　次のイか
らニまでに掲げる者の区分に応じ、それぞれイからニまでに定める額
イ　ロからニまでに掲げる者以外の者　56万円
ロ　基準日において療養の給付（健康保険法 、船員保険法 、国家公務員共済組合
法 （私立学校教職員共済法第25条 において準用する場合を含む。）又は地方公務
員等共済組合法 による療養の給付をいう。）を受けることとした場合に、健康保険法
第74条第1項第3号 、船員保険法第55条



標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

第1項第3号 、国家公務員共済組合法第55条第2項第3号 （私立学校教職員共済法
第25条 の規定により読み替えて準用する場合を含む。）又は地方公務員等共済組
合法第57条第2項第3号 の規定が適用される被用者保険被保険者等又はその被扶
養者　67万円
ハ　市町村民税非課税者である被用者保険被保険者等又はその被扶養者（ロ又は
ニに掲げる者を除く。）　31万円
ニ　被用者保険被保険者等及び基準日の属する月における厚生労働省令で定める
日においてその被扶養者である者のすべてが基準日の属する年度の前年度（第9項
の規定により前年8月1日から3月31日までのいずれかの日を基準日とみなした場合
にあっては、当該基準日とみなした日の属する年度）分の地方税法 の規定による市
町村民税に係る各種所得の金額及び他の所得と区分して計算される所得の金額が
ない被用者保険被保険者等又はその被扶養者（ロに掲げる者を除く。）　19万円（計
算期間において、当該基準日被保険者又は当該基準日被保険者の合算対象者のう
ち複数の者が介護保険の被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サー
ビス等を受けた場合にあっては、31万円とする。）
二 　基準日において国民健康保険被保険者である者　次のイからニまでに掲げる場
合に応じ、それぞれイからニまでに定める額
イ　ロからニに掲げる場合以外の場合　56万円
ロ　基準日において当該国民健康保険被保険者が療養の給付（国民健康保険法 に
よる療養の給付をいう。）を受けることとした場合において、同法第42条第1項第4号
の規定が適用される者であるとき。　67万円
ハ　市町村民税国保世帯非課税の場合（ニに掲げる場合を除く。）　31万円
ニ　基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において、前項第二号ハ
（１）及び（２）に掲げる区分に従い、それぞれ当該（１）及び（２）に定める者のすべて
について基準日の属する年度の前年度（第9項の規定により前年8月1日から3月31
日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした
日の属する年度）分の地方税法 の規定による市町村民税に係る各種所得金額及び
他の所得と区分して計算される所得の金額がない場合　19万円（計算期間におい
て、当該基準日被保険者及び当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が
介護保険の被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サービス等を受け
た場合にあっては、31万円とする。）
三 　基準日において後期高齢者医療の被保険者である者　前項第3号に定める額
８ 　要介護被保険者が計算期間における同一の月において居宅要支援被保険者と
しての期間を有する場合における第2項から第4項まで（これらの規定を第5項におい
て準用する場合を含む。）及び第5項から前項までの規定の適用については、前条第
12項の規定を準用する。
９ 　被保険者が計算期間において医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険
者でなくなり、かつ、その医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者でなくなっ
た日以後の計算期間において新たに医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保
険者とならない場合その他厚生労働省令で定める場合における高額医療合算介護
サービス費の支給については、当該日の前日（当該厚生労働省令で定める場合に
あっては、厚生労働省令で定める日）を基準日とみなして、この条の規定を適用す
る。
１０ 　高額医療合算介護サービス費の支給に関する手続について必要な事項は、厚
生労働省令で定める。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第51条の3第1項

基準規定
介護保険法第51条の3第1項
介護保険法施行規則第83条の5

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第51条の3 市町村は、要介護被保険者のうち所得の状況その他の事情をしん酌して
厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定施設サービス等、指定地域密着型
サービス又は指定居宅サービス(以下この条及び次条第1項において「特定介護サー
ビス」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者(以下この条及び次条第1項にお
いて「特定入所者」という。)に対し、当該特定介護サービスを行う介護保険施設、指
定地域密着型サービス事業者又は指定居宅サービス事業者(以下この条において
「特定介護保険施設等」という。)における食事の提供に要した費用及び居住又は滞
在(以下「居住等」という。)に要した費用について、特定入所者介護サービス費を支給
する。ただし、当該特定入所者が、第37条第1項の規定による指定を受けている場合
において、当該指定に係る種類以外の特定介護サービスを受けたときは、この限りで
ない。
(1) 指定介護福祉施設サービス
(2) 介護保健施設サービス
(3) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
(4) 短期入所生活介護
(5) 短期入所療養介護

［介護保険法施行規則］
第８３条の５ 法第５１条の３第１項の厚生労働省令で定める要介護被保険者は、次
のいずれかに該当していることにつき市町村の認定を受けている者（短期入所生活
介護及び短期入所療養介護を受けた者については、当該サービスにつき居宅介護
サービス費又は特例居宅介護サービス費の支給を受ける者に限る。）とする。
(1) その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者（婚姻の届出
をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、配偶者が行方不明
となった場合、要介護被保険者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律（平成１３年法律第３１号）第１条第１項に規定する配偶者からの暴力を受
けた場合その他これらに準ずる場合における当該配偶者を除く。以下同じ。）が特定
介護サービス（法第５１条の３第１項に規定する特定介護サービスをいう。以下同
じ。）を受ける日の属する年度（当該特定介護サービスを受ける日の属する月が４月
から７月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同
法の規定による特別区民税を含むものとし，同法第３２８条の規定によって課する所
得割を除く。以下同じ。）が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより
当該市町村民税が免除された者（当該市町村民税の賦課期日において同法の施行
地に住所を有しない者を除く。）であり、かつ、当該要介護被保険者及びその者の配
偶者が所有する現金、所得税法第２条第１項第１０号に規定する預貯金、同項第１１
号に規定する合同運用信託、同項第１５号の３に規定する公募公社債等運用投資信
託及び同項第１７号に規定する有価証券その他これらに類する資産の合計額として
市町村長が認定した額が２，０００万円（当該要介護被保険者に配偶者がない場合に
あっては、１，０００万円）以下であるもの。
(2) その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が特定介護サービスを受ける日の
属する月において要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に
規定する要保護者をいう。以下同じ。）である者であって、当該特定介護サービスに
係る特定入所者介護サービス費（法第５１条の３第１項に規定する特定入所者介護
サービス費をいう。以下同じ。）を支給されたとすれば、保護（生活保護法第２条に規

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの
(3) 被保護者（生活保護法第六条第一項に規定する被保護者をいう。以下同じ。）
(4) 前３号に掲げる者のほか，介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に
入所する者であって，その属する世帯の構成員の数（その者の配偶者が同一の世帯
に属していないときは，その数に１を加えた数）が２以上であり，かつ，次に掲げる要
件のいずれにも該当するものイ その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員（当該
世帯主又は世帯員のいずれかについて特定介護サービスを行う介護保険施設又は
地域密着型介護老人福祉施設に入所することにより当該者が世帯を異にしても，当
該者は，なお同一の世帯に属するものとみなす。以下この号において同じ。）並びに
その者の配偶者の特定介護サービスを受ける日の属する年の前年（特定介護サー
ビスを受ける日の属する月が１月から７月までの場合にあっては，前々年）中の公的
年金等の収入金額（所得税法第３５条第２項第１号に規定する公的年金等の収入金
額をいう。）及び当該特定介護サービスを受ける日の属する年の前年（当該特定介護
サービスを受ける日の属する月が１月から７月までの場合にあっては，前々年）の合
計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。ただ
し，当該額の計算上所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額は算入しないものと
し，当該額が０を下回る場合には，０とする。）の合計額から当該特定介護サービスに
係る施設介護サービス費又は地域密着型介護サービス費の見込額に９０分の１０
（法第４９条の２の規定が適用される場合にあっては，８０分の２０）を乗じて得た額
（高額介護サービス費が支給される見込みがあるときは，当該高額介護サービス費
の見込額を控除する。）の年額並びに食事の提供に要する費用及び居住に要する費
用として支払う見込額の年額の合計額を控除して得た額が，８０万円以下であるこ
と。
ロ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者が所有する現金，
所得税法第２条第１項第１０号に規定する預貯金，同項第１１号に規定する合同運用
信託，同項第１５号の３に規定する公募公社債等運用投資信託及び同項第１７号に
規定する有価証券の合計額として市町村長が認定した額が，４５０万円以下であるこ
と。
ハ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者がその居住の用
に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に利用し得る資産を所有し
ていないこと。
ニ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者について，災害そ
の他の特別の事情があると市町村長が認める場合を除き，第１号被保険者にあって
は保険料の，第２号被保険者にあっては医療保険各法の定めるところにより当該者
が納付義務又は払込義務を負う保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を
含む。）又は掛金の滞納がないこと。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例特定入所者介護サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第51条の4第1項

基準規定
介護保険法第51条の4
介護保険法施行令第22条の5

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第51条の4 市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定入所者介護
サービス費を支給する。
(1) 特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理
由により特定介護サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
(2) その他政令で定めるとき。
２ 特例特定入所者介護サービス費の額は、当該食事の提供に要した費用について食費
の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び当該居住等に要した費用につい
て居住費の基準費用額から居住費の負担限度額を控除した額の合計額を基準として、
市町村が定める。

[介護保険法施行令]
第22条の5 法第51条の4第1項第2号の政令で定めるときは、次のとおりとする。
(1) 特定入所者(法第51条の3第1項に規定する特定入所者をいう。以下この条において
同じ。)が、基準該当居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るも
のに限る。以下この条において同じ。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
(2) 指定居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに限る。以
下この条において同じ。)及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島その
他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する特定入所
者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス(短期入所生
活介護及び短期入所療養介護に係るものに限る。第5号において同じ。)又はこれに相当
するサービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
(3) 特定入所者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで特定
介護サービス(法第51条の3第1項に規定する特定介護サービスをいう。)を受けた場合に
おいて、必要があると認めるとき。
(4) 特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理
由により基準該当居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
(5) 第2号に規定する特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その
他やむを得ない理由により指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅
サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第53条第1項

基準規定
介護保険法第53条第7項にて準用する同法41条第2項
介護保険法施行規則第85条において準用する同省令第62条の規定による同省令第6条、第8
条、第11条及び第13条

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第53条 (略)
７ 第41条第2項、第3項、第10項及び第11項の規定は、介護予防サービス費の支給
について、同条第8項の規定は、指定介護予防サービス事業者について準用する。こ
の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第41条
２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認
める場合に限り、支給するものとする。

[介護保険法施行規則]
第85条 第62条、第63条及び第65条の規定は、居宅要支援被保険者に係る介護予
防サービス費の支給について準用する。この場合において、第62条第1項中「第6条、
第8条又は第11条」とあるのは「第22条の5、第22条の7又は第22条の11」と、第62条
第2項中「第13条」とあるのは「第22条の13」と、第65条中「第41条第8項」とあるのは
「第53条第7項において準用する法第41条第8項」と、「同条第4項第1号又は第2号」と
あるのは「法第53条第2項第1号又は第2号」と読み替えるものとする。

(居宅介護サービス費の支給が必要と認める場合等)
第62条 訪問看護、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに係る居宅介
護サービス費は、それぞれ第六条、第8条又は第11条に規定する基準に適合してい
る居宅要介護被保険者(法第41条第1項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以
下同じ。)に係るものと認められるものに限り支給するものとする。
２ 短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費は、第13条に規定する居宅要介護
被保険者に係るものと認められるものに限り支給するものとする。

(法第8条第4項の厚生労働省令で定める基準)
第6条 法第8条第4項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、居宅
において看護師又は次条に規定する者が行う療養上の世話又は必要な診療の補助
を要することとする。

(法第8条第5項の厚生労働省令で定める基準)
第8条 法第8条第5項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、居宅
において、心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を図るために、診療に基
づき実施される計画的な医学的管理の下における理学療法、作業療法その他必要
なリハビリテーションを要することとする。

(法第8条第8項の厚生労働省令で定める基準)
第11条 法第8条第8項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、次条
に規定する施設において、心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を図るた
めに、診療に基づき実施される計画的な医学的管理の下における理学療法、作業療
法その他必要なリハビリテーションを要することとする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



(法第8条第10項の厚生労働省令で定める居宅要介護者)
第13条 法第8条第10項の厚生労働省令で定める居宅要介護者は、病状が安定期に
あり、次条に規定する施設に短期間入所して、看護、医学的管理の下における介護
及び機能訓練その他必要な医療を要する居宅要介護者とする。

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第54条第1項

基準規定
介護保険法第54条第1項
介護保険法施行令第24条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第54条 （略）
（4） その他政令で定めるとき。

[介護保険法施行令]
第24条 法第54条第1項第4号に規定する政令で定めるときは、次のとおりとする。
（1） 居宅要支援被保険者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提
示しないで指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
（2） 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により基準該当介護予防サービス(法第54条第1項第2号に規定す
る基準該当介護予防サービスをいう。次号において同じ。)を受けた場合において、必
要があると認めるとき。
（3） 法第54条第1項第3号に規定する居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効
力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定介護予防サービス及び
基準該当介護予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービス
を受けた場合において、必要があると認めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



一覧へ



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 地域密着型介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第54条の2第1項

基準規定 介護保険法第54条の2第1項

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第54条の2 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村の長が指定する者(以下
「指定地域密着型介護予防サービス事業者」という。)から当該指定に係る地域密着
型介護予防サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型介護予防サービ
ス(以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要支援
被保険者が、第58条第4項の規定により同条第1項に規定する指定介護予防支援を
受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定地域密
着型介護予防サービスが当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の
厚生労働省令で定めるときに限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定
地域密着型介護予防サービスに要した費用(食事の提供に要する費用その他の日常
生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同
じ。)について、地域密着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支
援被保険者が、第37条第1項の規定による指定を受けている場合において、当該指
定に係る種類以外の地域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでな
い。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例地域密着型介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第54条の3第1項

基準規定
介護保険法第54条の3第1項
介護保険法施行令第24条の3

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第５４条の３ （略）
(3) その他政令で定めるとき。

［介護保険法施行令］
第２４条の３ 法第５４条の３第１項第３号に規定する政令で定めるときは、次のとおり
とする。
(1) 居宅要支援被保険者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示
しないで指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認
めるとき。
(2) 法第５４条の３第１項第２号に規定する居宅要支援被保険者が、当該要支援認定
の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定地域密着型介護
予防サービス以外の地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスを
受けた場合において，必要があると認めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防福祉用具購入費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第56条第1項

基準規定
介護保険法第56条
介護保険法施行規則第89条、92条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第56条　（略）
２ 　介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必
要と認める場合に限り、支給するものとする。
３ 　介護予防福祉用具購入費の額は、現に当該特定介護予防福祉用具の購入に要
した費用の額の100分の90に相当する額とする。
４ 　居宅要支援被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購
入した特定介護予防福祉用具につき支給する介護予防福祉用具購入費の額の総額
は、介護予防福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定める
ところにより算定した額の100分の90に相当する額を超えることができない。
５ 　前項の介護予防福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働
省令で定める期間における特定介護予防福祉用具の購入に通常要する費用を勘案
して厚生労働大臣が定める額とする。
６ 　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第4項の介護
予防福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村
における介護予防福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。
７ 　介護予防福祉用具購入費を支給することにより第4項に規定する総額が同項に
規定する100分の90に相当する額を超える場合における当該介護予防福祉用具購
入費の額は、第3項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす
る。

［介護保険法施行規則］
第89条 介護予防福祉用具購入費は、当該居宅要支援被保険者の日常生活の自立
を助けるために必要と認められる場合に限り支給するものとする。
２ 介護予防福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第９１条に規定する介
護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間において当該居宅要支援被保険者が
当該購入した特定介護予防福祉用具と同一の種目の特定福祉用具又は特定介護
予防福祉用具(当該購入した特定介護予防福祉用具と用途及び機能が著しく異なる
ものを除く。)を既に購入しており、かつ、その購入について居宅介護福祉用具購入費
又は介護予防福祉用具購入費を支給している場合については、支給しないものとす
る。ただし、当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が破損した
場合その他特別の事情がある場合であって,市町村が当該申請に係る介護予防福祉
用具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。

第92条 　法第56条第4項 の規定により算定する額は、同条第5項 に規定する介護
予防福祉用具購入費支給限度基準額から、当該介護予防福祉用具購入費支給限
度額管理期間中に購入した特定福祉用具につき既に支給された法第44条第1項 に
規定するそれぞれの居宅介護福祉用具購入費の額に90分の100（法第49条の2 の
規定が適用される場合にあっては、80分の100）を乗じて得た額の合計額を控除して
得た額とする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防住宅改修費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第57条第1項

基準規定
介護保険法第58条
介護保険法施行規則第93条、第95条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第58条　（略）
２ 　介護予防住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場
合に限り、支給するものとする。
３ 　介護予防住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の100分の90に相当
する額とする。
４ 　居宅要支援被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する介護予防住宅改修費
の額の総額は、介護予防住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めると
ころにより算定した額の100分の90に相当する額を超えることができない。
５ 　前項の介護予防住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要する費
用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。
６ 　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第4項の介護予防住宅
改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村における介護予防住宅改
修費支給限度基準額とすることができる。
７ 　介護予防住宅改修費を支給することにより第4項に規定する総額が同項に規定する100分
の90に相当する額を超える場合における当該介護予防住宅改修費の額は、第3項の規定にか
かわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。
８ 　市町村長は、介護予防住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、当該支給
に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項において「住宅改修を行う
者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求
め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給
に係る事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
９ 　第24条第3項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第4項の規定は前
項の規定による権限について準用する。

［介護保険法施行規則］
第93条 　介護予防住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要支援被保険者が現に居住す
る住宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要支援被保険者の心身の状況、住宅の
状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するものとする。

第95条 　法第57条第4項 の規定により算定する額は、第1号の額及び第2号の額の合計額か
ら第3号の額を控除して得た額とする。
一 　当該申請に係る住宅改修の着工日における当該住宅改修の種類に係る法第57条第5項
に規定する介護予防住宅改修費支給限度基準額
二 　居宅要支援被保険者が住宅改修を行ったときに現に居住している住宅（以下この条にお
いて「現住宅」という。）以外の住宅であって、現住宅が所在する市町村に所在するものに係る
当該住宅改修と同一の種類の住宅改修に要した費用について既に支給されたそれぞれの介
護予防住宅改修費の額に90分の100（法第59条の2の規定が適用される場合にあっては、80
分の100）を乗じて得た額の合計額
三 　当該居宅要支援被保険者が現住宅に係る当該住宅改修と同一種類の住宅改修に要す
る費用について既に受給しているそれぞれの居宅介護住宅改修費の額に90分の100（法第49
条の2二 の規定が適用される場合にあっては、80十分の100）を乗じた額の合計額

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防サービス計画費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第58条第1項

基準規定 介護保険法第58条第7項、第41条第2項

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第58条　(略）
７ 第４１条第２項、第３項、第１０項及び第１１項の規定は介護予防サービス計画費
の支給について、同条第８項の規定は指定介護予防支援事業者について準用する。
この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第41条　(略）
2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認め
る場合に限り、支給するものとする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例介護予防サービス計画費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第59条第1項

基準規定
介護保険法第59条第1項
介護保険法施行令第29条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第59条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介護予
防サービス計画費を支給する。
（1） 居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相
当するサービス(指定介護予防支援の事業に係る第115条の24第1項の厚生労働省
令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数並びに同条第2項に規定す
る指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及
び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準のうち、厚生労働省令で定めるも
のを満たすと認められる事業を行う事業者により行われるものに限る。次号において
「基準該当介護予防支援」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
（2） 指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援の確保が著しく困難である離島
その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する
居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援以外の介
護予防支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
（3） その他政令で定めるとき。

[介護保険法施行令]
特例介護予防サービス計画費を支給する場合)
第29条 法第59条第1項第3号に規定する政令で定めるときは、居宅要支援被保険者
が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで指定介護予防支
援を受けた場合において、必要があると認めるときとする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防サービス費等の額の特例

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第60条

基準規定
介護保険法第60条
介護保険法施行規則第97条

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第６０条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。次項において同じ。)、地域密
着型介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。同項において同じ。)又は住
宅改修に必要な費用を負担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が
受ける前条各号に掲げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合
（同条の規定により読み替えて適用する場合を除く。）においては、これらの規定中
「１００分の９０」とあるのは、「１００分の９０を超え１００分の１００以下の範囲内におい
て市町村が定めた割合」とする。
２ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより，介
護予防サービス，地域密着型介護予防サービス又は住宅改修に必要な費用を負担
することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける前条各号に掲げる予防
給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて
適用する場合に限る。）においては、同条の規定により読み替えて適用するこれらの
規定中「１００分の８０」とあるのは，「１００分の８０を超え１００分の１００以下の範囲
内において市町村が定めた割合」とする。

[介護保険法施行規則]
第９７条 法第６０条第１項及び第２項に規定する厚生労働省令で定める特別の事情
は，次のとおりとする。
(1) 要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風
水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産につい
て著しい損害を受けたこと。
(2) 要支援被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又は
その者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収
入が著しく減少したこと。
(3) 要支援被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は
業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。
(4) 要支援被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、
冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減
少したこと。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 高額介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第61条第1項

基準規定
介護保険法第61条
介護保険法施行規則第29条の2の2

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第61条 市町村は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サービス(これに相当するサービス
を含む。)又は地域密着型介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。)に要した費用
の合計額として政令で定めるところにより算定した額から、当該費用につき支給された介護予
防サービス費、特例介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密
着型介護予防サービス費の合計額を控除して得た額が、著しく高額であるときは、当該居宅要
支援被保険者に対し、高額介護予防サービス費を支給する。
２ 前項に規定するもののほか、高額介護予防サービス費の支給要件、支給額その他高額介
護予防サービス費の支給に関して必要な事項は、介護予防サービス又は地域密着型介護予
防サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令で定める。

[介護保険法施行令]
第29条の2の2 　法第61条第1項 に規定する政令で定めるところにより算定した額は、居宅要
支援被保険者が受けた介護予防サービス等に係る介護予防サービス費合計額に90分の100
（法第59条の2の規定が適用される場合にあっては80分の100、法第60条第1項 の規定が適
用される場合にあっては100分の100を第一市町村特例割合で除して得た割合、同条第2項 の
規定が適用される場合にあっては100分の100を第二市町村特例割合で除して得た割合）を乗
じて得た額とする。
２ 　高額介護予防サービス費は、同一の世帯に属する要介護被保険者等が同一の月に受け
た居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る利用者負担世帯合算額が37,200円を超え
る場合に、当該月に介護予防サービス等を受けた居宅要支援被保険者に支給するものとし、
その額は、利用者負担世帯合算額から37,200円を控除して得た額に要支援被保険者按分率
（居宅要支援被保険者が当該月に受けた介護予防サービス等に係る第22条の2の2第2項第3
号及び第4号に掲げる額の合算額（以下「居宅要支援被保険者利用者負担合算額」という。）を
利用者負担世帯合算額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額とする。
３ 　居宅要支援被保険者が特定給付対象介護予防サービス等を受けた場合において、当該
居宅要支援被保険者が同一の月に受けた当該特定給付対象介護予防サービス等に係る介
護予防サービス費合計額に90分の10を乗じて得た額が37,200百円を超えるときは、当該得た
額から37,200円を控除して得た額を高額介護予防サービス費として当該居宅要支援被保険者
に支給する。
４ 　居宅要支援被保険者が被保護者である場合において、当該居宅要支援被保険者が同一
の月において受けた介護予防サービス等に係る介護予防サービス費合計額に90十分の10を
乗じて得た額が15,000円を超えるときは、当該得た額から15,000千円を控除して得た額を高額
介護予防サービス費として当該居宅要支援被保険者に支給する。
５ 　第2項の場合において、居宅要支援被保険者の属する世帯に属する第一号被保険者のい
ずれかの介護予防サービス等のあった月の属する年の前年（介護予防サービス等のあった月
が1月から7月までの場合にあっては、前々年。以下この項及び次項において同じ。）の所得に
ついて、第1号に掲げる額（当該介護予防サービス等のあった月の属する年の前年の12月31
日において世帯主であって、同日において当該世帯主と同一の世帯に属する19歳未満の者で
同年の合計所得金額が38万円以下であるもの（第2号において「控除対象者」という。）を有す
る者にあっては、第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を控除して得た額）が145万円以上で
あるときは、同項中「37,200円」とあるのは、「44,400円」とする。
一 　当該所得が生じた年の翌年の4月1日の属する年度分の地方税法 の規定による市町村
民税に係る同法第314条の2第1項 に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所
得と区分して計算される所得の金額の合計額から同項 各号及び同条第2項 の規定による控
除をした後の金額
二 　当該介護予防サービス等があった月の属する年の前年の12月31日において16歳未満の
控除対象者の数を33万円に乗じて得た額及び同日において16歳以上の控除対象者の数を12
万円に乗じて得た額の合計額

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

６ 　前項の規定は、居宅要支援被保険者の属する世帯に属する全ての第一号被保険者につ
いて、厚生労働省令で定めるところにより算定した介護予防サービス等のあった月の属する年
の前年の収入の合計額が520万円（当該世帯に属する第一号被保険者が一人である場合に
あっては、383万円）に満たない場合には、適用しない。
７ 　第2項の場合において、居宅要支援被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、
同項中「37,200円」とあるのは、「24,600円」とする。
一 　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が介護予防サービス等のあった月の属する
年度（介護予防サービス等のあった月が4月から7月までの場合にあっては、前年度）分の地
方税法 の規定による市町村民税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより
当該市町村民税を免除された者（当該市町村民税の賦課期日において同法 の施行地に住所
を有しない者を除く。）である者（第9項において「市町村民税世帯非課税者」という。）
二 　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が介護予防サービス等があった月において
要保護者である者であって、第22条の2の2第2項及び第2項中「37,200円」とあるのを「24,600
円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば保護を必要としない状態となるもの
８ 　第2項の場合において、居宅要支援被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員
が介護予防サービス等があった月において要保護者である者であって、第22条の2の2第2項
及び第2項中「37,200円」とあるのを15,000円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば
保護を必要としない状態となるもの（前項第2号に掲げる者を除く。）であるときは、第2項中
「37,200円」とあるのは、「15,000円」とする。
９ 　居宅要支援被保険者（被保護者及び前項に規定する要保護者を除く。）が、市町村民税世
帯非課税者であり、かつ、介護予防サービス等のあった月の属する年の前年（介護予防サー
ビス等のあった月が1月から7月までの場合にあっては、前々年）中の公的年金等の収入金額
及び当該介護予防サービス等のあった月の属する年の前年（当該介護予防サービス等のあっ
た月が1月から7月までの場合にあっては、前々年）の合計所得金額の合計額が80万円以下で
ある場合又は老齢福祉年金の受給権を有している場合であって、当該居宅要支援被保険者
が同一の月に受けた介護予防サービス等に係る居宅要支援被保険者利用者負担合算額から
15,000円を控除して得た額が、第7項の規定により読み替えて適用する第2項の規定により当
該居宅要支援被保険者に対して支給されるべき高額介護予防サービス費の額を超えるとき
は、当該居宅要支援被保険者に対して支給される高額介護予防サービス費の額は、第七項
の規定により読み替えて適用する第2項の規定にかかわらず、当該居宅要支援被保険者利用
者負担合算額から15,000円を控除して得た額とする。
１０ 　居宅要支援被保険者が法第53条第1項 に規定する指定介護予防サービス事業者又は
法第54条の2第1項 に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者（以下この項におい
て「指定介護予防サービス事業者等」という。）について特定公費負担給付が行われるべき介
護予防サービス等を受けた場合又は被保護者である居宅要支援被保険者が指定介護予防
サービス事業者等について介護予防サービス等を受けた場合において、当該介護予防サービ
ス等に係る介護予防サービス費合計額に90分の10を乗じて得た額の支払が行われなかった
ときは、市町村は、当該介護予防サービス等に要した費用のうち第3項又は第4項の規定によ
る高額介護予防サービス費として居宅要支援被保険者に支給すべき額に相当する額を当該
指定介護予防サービス事業者等に支払うものとする。
１１ 　前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し、第3項又は第4項
の規定による高額介護予防サービス費の支給があったものとみなす。
１２ 　居宅要支援被保険者が同一の月において要介護被保険者としての期間を有する場合
は、当該居宅要支援被保険者が当該月に受けた介護予防サービス等については、第2項から
前項までの規定は、適用しない。
１３ 　高額介護予防サービス費の支給に関する手続について必要な事項は、厚生労働省令で
定める。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 高額医療合算介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第61条の2第1項

基準規定
介護保険法第61条の2第2項
介護保険法施行令第29条の3

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法］
第６１条の２ (略）
２ 　前条第2項の規定は、高額医療合算介護予防サービス費の支給について準用す
る。

[介護保険法施行令］
第２９条の３ 法第６１条の２第１項に規定する政令で定める額は，第２２条の３第１項
各号に掲げる額とする。
２ 高額医療合算介護予防サービス費の支給については，第２２条の３(第１項及び第
８項を除く。)の規定を準用する。この場合において，同条第２項中「第１号に掲げる」
とあるのは，「第２号に掲げる」と，同条第３項中「同項第１号に掲げる」とあるのは，
「同項第２号に掲げる」と読み替えるものとする。
３ 居宅要支援被保険者が計算期間における同一の月において要介護被保険者とし
ての期間を有する場合における前項において読み替えて準用する第２２条の３(第１
項及び第８項を除く。)の規定の適用については，前条第１２項の規定を準用する。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例入所者介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第61条の3第1項

基準規定 介護保険法第61条の3第1項

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第61条の3 市町村は、居宅要支援被保険者のうち所得の状況その他の事情をしん
酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定介護予防サービス(以下この
条及び次条第1項において「特定介護予防サービス」という。)を受けたときは、当該居
宅要支援被保険者(以下この条及び次条第1項において「特定入所者」という。)に対
し、当該特定介護予防サービスを行う指定介護予防サービス事業者(以下この条に
おいて「特定介護予防サービス事業者」という。)における食事の提供に要した費用及
び滞在に要した費用について、特定入所者介護予防サービス費を支給する。ただし、
当該特定入所者が、第37条第1項の規定による指定を受けている場合において、当
該指定に係る種類以外の特定介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。
（1） 介護予防短期入所生活介護
（2） 介護予防短期入所療養介護

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特例特定入所者介護予防サービス費の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第61条の4第1項

基準規定
介護保険法第61条の4
介護保険法施行令第29条の5

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

[介護保険法]
第61条の4 (略）
(2) その他政令で定めるとき。

[介護保険法施行令]
第29条の5 法第61条の4第1項第2号の政令で定めるときは、次のとおりとする。
(1) 特定入所者(法第61条の3第1項に規定する特定入所者をいう。以下この条におい
て同じ。)
が、基準該当居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに
限る。以下この条において同じ。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
(2) 特定居宅サービス(法第61条の3第1項に規定する特定居宅サービスをいう。以下
この条において同じ。)及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島そ
の他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する特
定入所者が、特定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス(短
期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに限る。第5号において同じ。)又
はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
(3) 特定入所者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで
特定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
(4) 特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得な
い理由により基準該当居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めると
き。
(5) 第2号に規定する特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急
その他やむを得ない理由により特定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外
の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると
認めるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 指定地域密着型サービス事業者の指定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第78条の2第1項

基準規定 介護保険法第78条の2第1項、第４項、第６項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

第７８条の２ 第４２条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、
地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
を行う事業にあっては、老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホームのう
ち、，その入所定員が２９人以下であって市町村の条例で定める数であるものの開設
者）の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サービスの種類
に係る地域密着型サービス事業を行う事業所（第７８条の１３第１項及び第７８条の１
４第１項を除き、以下この節において「事業所」という。）ごとに行い、当該指定をする
市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（特定地域密着型サー
ビスに係る指定にあっては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設
に入所等をしている住所地特例適用要介護被保険者を含む。）に対する地域密着型
介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、その効力を
有する。
４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所に
より行われる複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。第６項において同
じ。）に係る指定の申請にあっては、第６号の２、第６号の３、第１０号及び第１２号を
除く。）のいずれかに該当するときは、第４２条の２第１項本文の指定をしてはならな
い。
(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第７８条の４第
１項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は
同条第５項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を
満たしていないとき。
(3) 申請者が、第７８条の４第２項又は第５項に規定する指定地域密着型サービスの
事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営
をすることができないと認められるとき。
(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在
地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得ていない
とき。
(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなるまでの者であるとき。
(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で
定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
(5)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の
刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。
(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を
定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な
理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保
険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

審査基準



(6) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型共同
生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５
年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該
取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内
に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも
のを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、
当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの
日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消
しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処
分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型
サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事
実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮し
て、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると
認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型
共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算
して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日
以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな
いものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の
取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し
の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密
着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当
該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考
慮して，この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であ
ると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の3 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第７８条の１０（第２号
から第５号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し
て５年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービ
ス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当
該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管
理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着
型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定
の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省
令で定めるものに該当する場合を除く。
(7) 申請者が、第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定による指定の取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７８条の５第２項 の規定によ
る事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。）又は第７８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相
当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経
過しないものであるとき。
(7)の2 前号に規定する期間内に第７８条の５第２項の規定による事業の廃止の届出
又は第７８条の８の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号
の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の
理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該
事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当該
指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）
の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退につい



て相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退
の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(8) 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
(9) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で、その役員等のうちに第４号の２から第６号まで又は前３号のいずれかに該当
する者のあるものであるとき。
(10) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で、その役員等のうちに第４号の２から第５号の三まで、第６号の２又は第７
号から第８号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
(11) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第６号まで又は第７号から第８号
までのいずれかに該当する者であるとき。
(12) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又
は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であるとき。
６ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所に
より行われる看護小規模多機能型居宅介護に係る指定の申請にあっては、第１号の
２，第１号の３，第３号の２，第３号の４及び第４号を除く。）のいずれかに該当するとき
は、第４２条の２第１項本文の指定をしないことができる。
(1) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第７８条の１０第２号から第５号までの規定により指定（認知症対応型共同生活介
護，地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経
過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの
処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に当該法
人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、
当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知が
あった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算
して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第７８条の１０第２号から第５号までの規定により指定（認知症対応型共同生活
介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの
を含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当
該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日
から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の3 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第７８条の１０第２号
から第５号までの規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を
経過していないとき。
(2) 申請者が，第７８条の１０第２号から第５号までの規定による指定の取消しの処分
に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又は
処分をしないことを決定する日までの間に第７８条の５第２項 の規定による事業の廃
止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第７
８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由が
ある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経過しないも
のであるとき。
(2)の2 申請者が，第７８条の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定
予定日（当該検査の結果に基づき第７８条の１０の規定による指定の取消しの処分に
係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定め
るところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特
定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第７８条の５第２
項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由
がある者を除く。）又は第７８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞



標準処理期間 ３０日
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がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経過しない
ものであるとき。
(2)の3 第２号に規定する期間内に第７８条の５第２項の規定による事業の廃止の届
出又は第７８条の８の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同
号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当
の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当
該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当
該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除
く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退に
ついて相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で，当該届出又は指定の
辞退の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(3) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で、その役員等のうちに第１号又は前３号のいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。
(3)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で、その役員等のうちに第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれ
かに該当する者のあるものであるとき。
(3)の3 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第１号又は第２号から第２号の３までのいず
れかに該当する者であるとき。
(3)の4 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第１号の２又は第２号から第２号の３までの
いずれかに該当する者であるとき。
(4) 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第１項の申請があった場合におい
て、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第１１７条第２項
第１号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この号において「日常生活
圏域」という。）における当該地域密着型サービスの利用定員の総数が、同条第一項
の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画において定める当該市
町村又は当該日常生活圏域の当該地域密着型サービスの必要利用定員総数に既
に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになる
と認めるとき、その他の当該市町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれ
があると認めるとき。
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許認可等の名称 指定地域密着型サービス事業者の指定の更新（第70条の2の準用）

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第70条の２

基準規定 介護保険法第78条の２第１項、第４項、第６項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

（指定の更新）
第７０条の２  第４１条第１項本文の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期
間の経過によって、その効力を失う。
２  前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指定の
有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の
指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有
する。
３  前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の
指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。
４  前条の規定は、第１項の指定の更新について準用する。
第７８条の２ 第４２条の２第１項本文の指定は，厚生労働省令で定めるところにより，地
域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う
事業にあっては、老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホームのうち、その
入所定員が２９人以下であって市町村の条例で定める数であるものの開設者）の申請に
より、地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サービスの種類に係る地域密着
型サービス事業を行う事業所（第７８条の１３第１項及び第７８条の１４第１項を除き，以下
この節において「事業所」という。）ごとに行い，当該指定をする市町村長がその長である
市町村が行う介護保険の被保険者（特定地域密着型サービスに係る指定にあっては，当
該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適
用要介護被保険者を含む。）に対する地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型
介護サービス費の支給について、その効力を有する。
４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所により
行われる複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。第６項において同じ。）に
係る指定の申請にあっては、第６号の２、第６号の３、第１０号及び第１２号を除く。）のい
ずれかに該当するときは、第４２条の２第１項本文の指定をしてはならない。
(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が，第７８条の４第１項
の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第５
項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていな
いとき。
(3) 申請者が，第７８条の４第２項又は第５項に規定する指定地域密着型サービスの事業
の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営をするこ
とができないと認められるとき。
(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地
の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得ていないとき。
(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり，又は執行を受けること
がなくなるまでの者であるとき。
(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定め
るものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな
くなるまでの者であるとき。
(5)の2 申請者が，労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に
処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。



(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を
定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な
理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保
険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
(6) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、，第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型
共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算
して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日
以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな
いものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし，当該指定の
取消しが，指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し
の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密
着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当
該事実に関して当該指定
地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定
する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚
生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（認知症対応型
共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算
して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日
以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな
いものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の
取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し
の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密
着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当
該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考
慮して，この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であ
ると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の3 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が，第７８条の１０（第２号
から第５号までを除く。）の規定により指定を取り消され，その取消しの日から起算し
て５年を経過していないとき。ただし，当該指定の取消しが，指定地域密着型サービ
ス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当
該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者による業務管
理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着
型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して，この号本文に規定する指定
の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省
令で定めるものに該当する場合を除く。
(7) 申請者が，第７８条の１０（第２号から第５号までを除く。）の規定による指定の取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７８条の５第２項 の規定によ
る事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。）又は第７８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相
当の理由がある者を除く。）で，当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経
過しないものであるとき。
(7)の2 前号に規定する期間内に第７８条の５第２項の規定による事業の廃止の届出
又は第７８条の８の規定による指定の辞退があった場合において，申請者が，同号
の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の
理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該
事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当該
指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）
の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退につい



て相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退
の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(8) 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
(9) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で、その役員等のうちに第４号の２から第６号まで又は前３号のいずれかに該当
する者のあるものであるとき。
(10) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で、その役員等のうちに第４号の２から第５号の三まで，第６号の２又は第７
号から第８号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
(11) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第６号まで又は第７号から第８号
までのいずれかに該当する者であるとき。
(12) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又
は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であるとき。
６ 市町村長は，第１項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所に
より行われる看護小規模多機能型居宅介護に係る指定の申請にあっては、第１号の
２、第１号の３，第３号の２，第３号の４及び第４号を除く。）のいずれかに該当するとき
は、第４２条の２第１項本文の指定をしないことができる。
(1) 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第７８条の１０第２号から第５号までの規定により指定（認知症対応型共同生活介
護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経
過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの
処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に当該法
人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み，
当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知が
あった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算
して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が，第７８条の１０第２号から第５号までの規定により指定（認知症対応型共同生活
介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの
を含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当
該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日
から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の3 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が，第７８条の１０第２号
から第５号までの規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を
経過していないとき。
(2) 申請者が、第７８条の１０第２号から第５号までの規定による指定の取消しの処分
に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又は
処分をしないことを決定する日までの間に第７８条の５第２項 の規定による事業の廃
止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第７
８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由が
ある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経過しないも
のであるとき。
(2)の2 申請者が，第７８条の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定
予定日（当該検査の結果に基づき第７８条の１０の規定による指定の取消しの処分に
係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定め
るところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特
定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第７８条の５第２
項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由
がある者を除く。）又は第７８条の８の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞
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がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経過しない
ものであるとき。
(2)の3 第２号に規定する期間内に第７８条の５第２項の規定による事業の廃止の届
出又は第７８条の８の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が，同
号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当
の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当
該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当
該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除
く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退に
ついて相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定の
辞退の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(3) 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で、その役員等のうちに第１号又は前３号のいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。
(3)の2 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で、その役員等のうちに第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれ
かに該当する者のあるものであるとき。
(3)の3 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第１号又は第２号から第２号の３までのいず
れかに該当する者であるとき。
(3)の4 申請者（認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護
又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第１号の２又は第２号から第２号の３までの
いずれかに該当する者であるとき。
(4) 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第１項の申請があった場合におい
て、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第１１７条第２項
第１号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この号において「日常生活
圏域」という。）における当該地域密着型サービスの利用定員の総数が，同条第一項
の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画において定める当該市
町村又は当該日常生活圏域の当該地域密着型サービスの必要利用定員総数に既
に達しているか，又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになる
と認めるとき，その他の当該市町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれ
があると認めるとき。
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第１１５条の１２ 第５４条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところによ
り、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着型介護予防
サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地域密着型介
護予防サービス事業を行う事業所(以下この節において「事業所」という。)ごとに行
い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（特
定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては、当該市町村の区域内に所
在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支援被保険
者を含む。）に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予
防サービス費の支給について，その効力を有する。
２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは，第５４条の２第１項本文の指定をしてはならない。
(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第１１５条の１４
第１項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又
は同条第５項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関
する基準を満たしていないとき。
(3) 申請者が、第１１５条の１４第２項又は第５項に規定する指定地域密着型介護予
防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地
域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地
域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。
(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在
地の市町村長の同意を得ていないとき。
(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなるまでの者であるとき。
(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で
定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
(5)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の
刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。
(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を
定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な
理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保
険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
(6) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知症
対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算し
て５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当
該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以
内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しない
ものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。

審査基準



ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の
取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防
止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の
整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予
防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定
の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省
令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の2 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知
症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算
して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては，
当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日
以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しな
いものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の
取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指
定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該
指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取
組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者
が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し
ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに
該当する場合を除く。
(6)の3 申請者と密接な関係を有する者が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを
除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過して
いないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業
者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事
実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業
務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域
密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に
規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし
て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(7) 申請者が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定による指定の取
消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第１１５条の１５第２項の規定に
よる事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。）で，当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(7)の2 前号に規定する期間内に第１１５条の１５第２項の規定による事業の廃止の
届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は
当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるも
のを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないもの
であるとき。
(8) 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
(9) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で，その役員等のうちに第４号の２から第６号まで又は前３号のいずれかに該当
する者のあるものであるとき。
(10) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で，その役員等のうちに第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又は第７
号から第８号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
(11) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、法人でない事業所で，その管理者が第４号の２から第６号まで又は第７号から第
８号までのいずれかに該当する者であるとき。
(12) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第５号の３まで，第６号の２又
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は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であるとき。
４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、，次の各号のいずれかに該当
するときは，第５４条の２第１項本文の指定をしないことができる。
(1) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第１１５条の１９第２号から第５号までの規定により指定（介護予防認知症対応型共
同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経
過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの
処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に当該法
人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、
当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知が
あった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算
して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の2 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第１１５条の１９第２号から第５号までの規定により指定（介護予防認知症対応型
共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの
を含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当
該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日
から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の3 申請者と密接な関係を有する者が，第１１５条の１９第２号から第５号までの規
定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。
(2) 申請者が、第１１５条の１９第２号から第５号までの規定による指定の取消しの処
分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又
は処分をしないことを決定する日までの間に第１１５条の１５第２項の規定による事業
の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、
当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(2)の2 申請者が、第１１５条の１７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決
定予定日（当該検査の結果に基づき第１１５条の１９の規定による指定の取消しの処
分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で
定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内
に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第１１５条の１
５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の
理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであると
き。
(2)の3 第２号に規定する期間内に第１１５条の１５第２項の規定による事業の廃止の
届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は
当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるも
のを除く。）の管理者であった者で，当該届出の日から起算して５年を経過しないもの
であるとき。
(3) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で，その役員等のうちに第１号又は前３号のいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。
(4) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、
法人で，その役員等のうちに第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれかに
該当する者のあるものであるとき。
(5) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第１号又は第２号から第２号の３までのいずれ
かに該当する者であるとき。
(6) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第１号の２又は第２号から第２号の３までのいず
れかに該当する者であるとき。
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第１１５条の１２ 第５４条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところによ
り、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着型介護予防
サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地域密着型介
護予防サービス事業を行う事業所(以下この節において「事業所」という。)ごとに行
い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（特
定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては、当該市町村の区域内に所
在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支援被保険
者を含む。）に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予
防サービス費の支給について、その効力を有する。
２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第５４条の２第１項本文の指定をしてはならない。
(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第１１５条の１４
第１項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又
は同条第５項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関
する基準を満たしていないとき。
(3) 申請者が、第１１５条の１４第２項又は第５項に規定する指定地域密着型介護予
防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地
域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地
域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。
(4) 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在
地の市町村長の同意を得ていないとき。
(4)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなるまでの者であるとき。
(5) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で
定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
(5)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の
刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。
(5)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を
定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な
理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保
険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
(6) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知症
対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算し
て５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては，当
該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以
内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しない
ものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。

審査基準



ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の
取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防
止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の
整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予
防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定
の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省
令で定めるものに該当する場合を除く。
(6)の2 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定により指定（介護予防認知
症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算
して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、
当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日
以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しな
いものを含み，当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合において
は、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消
しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の
取消しが，指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指
定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該
指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取
組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者
が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し
ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに
該当する場合を除く。
(6)の3 申請者と密接な関係を有する者が、第１１５条の１９（第２号から第５号までを
除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過して
いないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業
者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事
実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業
務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域
密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に
規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし
て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(7) 申請者が，第１１５条の１９（第２号から第５号までを除く。）の規定による指定の取
消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分を
する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第１１５条の１５第２項の規定に
よる事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除
く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(7)の2 前号に規定する期間内に第１１５条の１５第２項の規定による事業の廃止の
届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は
当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるも
のを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないもの
であるとき。
(8) 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
(9) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人で、その役員等のうちに第４号の２から第６号まで又は前３号のいずれかに該当
する者のあるものであるとき。
(10) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人で，その役員等のうちに第４号の２から第５号の３まで、第６号の２又は第７
号から第８号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
(11) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第６号まで又は第７号から第
８号までのいずれかに該当する者であるとき。
(12) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、法人でない事業所で、その管理者が第４号の２から第５号の３まで，第６号の２又



標準処理期間 30日

更新日 平成29年3月30日

は第７号から第８号までのいずれかに該当する者であるとき。
４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第５４条の２第１項本文の指定をしないことができる。
(1) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
第１１５条の１９第２号から第５号までの規定により指定（介護予防認知症対応型共
同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経
過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの
処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に当該法
人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、
当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知が
あった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算
して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の2 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
が、第１１５条の１９第２号から第５号までの規定により指定（介護予防認知症対応型
共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して５年
を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取
消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前６０日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの
を含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当
該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日
から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。
(1)の3 申請者と密接な関係を有する者が、第１１５条の１９第２号から第５号までの規
定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。
(2) 申請者が、第１１５条の１９第２号から第５号までの規定による指定の取消しの処
分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日から当該処分をする日又
は処分をしないことを決定する日までの間に第１１５条の１５第２項の規定による事業
の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、
当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(2)の2 申請者が、第１１５条の１７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決
定予定日（当該検査の結果に基づき第１１５条の１９の規定による指定の取消しの処
分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で
定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内
に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第１１５条の１
５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の
理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであると
き。
(2)の3 第２号に規定する期間内に第１１５条の１５第２項の規定による事業の廃止の
届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に
係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は
当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるも
のを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないもの
であるとき。
(3) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が，
法人で、その役員等のうちに第１号又は前３号のいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。
(4) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、
法人で、その役員等のうちに第１号の２又は第２号から第２号の３までのいずれかに
該当する者のあるものであるとき。
(5) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第１号又は第２号から第２号の３までのいずれ
かに該当する者であるとき。
(6) 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、
法人でない事業所で、その管理者が第１号の２又は第２号から第２号の３までのいず
れかに該当する者であるとき。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 指定介護予防支援事業者の指定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の22第1項

基準規定 介護保険法第115条の22第1項、第2項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

第１１５条の２２ 第５８条第１項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、第１１
５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの設置者の申請により、介護予防
支援事業を行う事業所(以下この節において「事業所」という。)ごとに行い，当該指定
をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（当該市町村が
行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険者を除き，当該市町村の区域内
に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支援被
保険者を含む。）に対する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス計画
費の支給について、その効力を有する。
２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第５８条第１項の指定をしてはならない。
(1) 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
(2) 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第１１５条の２４
第１項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数を満た
していないとき。
(3) 申請者が、第１１５条の２４第２項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営
に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができないと認め
られるとき。
(3)の2 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなるまでの者であるとき。
(4) 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で
定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
(4)の2 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の
刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると
き。
(4)の3 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに，納付義務を
定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な
理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保
険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。
(5) 申請者が、第１１５条の２９の規定により指定を取り消され、その取消しの日から
起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合において
は、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０
日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過し
ないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合におい
ては、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取
消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定
の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの

審査基準



標準処理期間 ３０日

更新日 平成29年3月30日

処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防
支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に
関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本
文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも
のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(5)の2 申請者と密接な関係を有する者が、第１１５条の２９の規定により指定を取り
消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。ただし、当該指定の
取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処
分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支
援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関
して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文
に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの
として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
(6) 申請者が，第１１５条の２９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法
第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを
決定する日までの間に第１１５条の２５第２項の規定による事業の廃止の届出をした
者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起
算して５年を経過しないものであるとき。
(6)の2 申請者が、第１１５条の２７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決
定予定日(当該検査の結果に基づき第１１５条の２９の規定による指定の取消しの処
分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で
定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内
に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの間に第１１５条の２
５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の
理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであると
き。
(6)の3 第６号に規定する期間内に第１１５条の２５五第２項の規定による事業の廃止
の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出
に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又
は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由がある
ものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないも
のであるとき。
(7) 申請者が，指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
(8) 申請者が、法人で、その役員等のうちに第３号の２から第５号まで又は第６号から
前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
(9) 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第３号の２から第５号まで又は第
６号から第７号



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 指定介護予防支援事業者の指定の更新(第70条の2の準用)

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第70条の2

基準規定 介護保険法第115条の22第1項、第2項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

（指定介護予防支援事業者の指定）
第１１５条の２２ 　第５８条第１項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、第１
１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの設置者の申請により、介護予
防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）ごとに行い、当該
指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（当該市町
村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険者を除き、当該市町村の区
域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用居宅要支
援被保険者を含む。）に対する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス
計画費の支給について、その効力を有する。
２ 　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第５８条第１項の指定をしてはならない。
（１） 　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
（２） 　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第１１５条の
２４第１項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数を満
たしていないとき。
（３） 　申請者が、第１１５条の２４第２項に規定する指定介護予防支援に係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運
営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができないと認
められるとき。
（３）の２ 　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
（４） 　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
（４）の２ 　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰
金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者で
あるとき。
（４）の３ 　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務
を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当
な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した
保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
（５） 　申請者が、第１１５条の２９の規定により指定を取り消され、その取消しの日か
ら起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合におい
ては、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条 の規定による通知があった日前
６０日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経
過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合に
おいては、当該通知があった日前６０日以内に当該事業所の管理者であった者で当
該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該
指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消
しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護
予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事
実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この
号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められ
るものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

審査基準



標準処理期間 ３０日

更新日 平成29年3月30日

（５）の２ 　申請者と密接な関係を有する者が、第１１５条の２９の規定により指定を取
り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。ただし、当該指定
の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの
処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防
支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に
関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本
文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも
のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
（６） 　申請者が、第１１５条の２９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続
法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこと
を決定する日までの間に第１１５条の２５第２項の規定による事業の廃止の届出をし
た者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から
起算して５年を経過しないものであるとき。
（６）の２ 　申請者が、第１１５条の２７第１項の規定による検査が行われた日から聴
聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第１１５条の２９の規定による指定の取消し
の処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省
令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日
以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第１１５
条の２５第２項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について
相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないもので
あるとき。
（６）の３ 　第６号に規定する期間内に第１１５条の２５第２項の規定による事業の廃
止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届
出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等
又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があ
るものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない
ものであるとき。
（７） 　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不
当な行為をした者であるとき。
（８） 　申請者が、法人で、その役員等のうちに第３号の２から第５号まで又は第６号
から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
（９） 　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第３号の２から第５号まで又は
第６号から第７号までのいずれかに該当する者であるとき。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 指定居宅介護支援事業者の指定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第79条

基準規定 介護保険法第79条第1項、第2項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

審査基準

第７９条　第４６条第１項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居宅介護支
援事業を行う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所（以下この節におい
て単に「事業所」という。）ごとに行う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第４６条第１項の指定をしてはならない。
（1）　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
（2）　当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第８１条第１項の市町村
の条例で定める員数を満たしていないとき。
（3）　申請者が、第８１条第２項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関す
る基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認められる
とき。
（3）の2　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
（4）　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
（4）の2　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金
の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ
るとき。
（4）の3　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務
を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当
な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した
保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
（5）　申請者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６項の規定により指定を取り消
され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者
が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第５条の規定に
よる通知があった日前６日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か
ら起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事
業所である場合においては、当該通知があった日前６日以内に当該事業所の管理
者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であると
き。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち
当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため
の当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状
況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程
度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相
当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
（5）の2　申請者と密接な関係を有する者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６
項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していな
いとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しの
うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の
状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の
程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが



標準処理期間 ３０日

更新日 平成30年5月7日

相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除
く。
（6）　申請者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６項の規定による指定の取消
しの処分に係る行政手続法第５条の規定による通知があった日から当該処分をする
日又は処分をしないことを決定する日までの間に第８２条第２項の規定による事業の
廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当
該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
（6）の2　申請者が、第８３条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予
定日（当該検査の結果に基づき第８４条第１項の規定による指定の取消しの処分に
係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定め
るところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から日以内に特定
の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第８２条第２項の規
定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者
を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
（6）の3　第６号に規定する期間内に第８２条第２項の規定による事業の廃止の届出
があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６日以内に当該届出に係る法
人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届
出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除
く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものである
とき。
（7）　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
（8）　申請者が、法人で、その役員等のうちに第３号の２から第５号まで又は第６号か
ら前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
（9）　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第３号の２から第５号まで又は
第６号から第７号までのいずれかに該当する者であるとき。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 指定居宅介護支援事業者の指定の更新

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第79条の2

基準規定 介護保険法第79条第1項、第2項

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

審査基準

第７９条　第４６条第１項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居宅介護支
援事業を行う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所（以下この節におい
て単に「事業所」という。）ごとに行う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す
るときは、第４６条第１項の指定をしてはならない。
（1）　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
（2）　当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第８１条第１項の市町村
の条例で定める員数を満たしていないとき。
（3）　申請者が、第８１条第２項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関す
る基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認められる
とき。
（3）の2　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
ることがなくなるまでの者であるとき。
（4）　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
（4）の2　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金
の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ
るとき。
（4）の3　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務
を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当
な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した
保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
（5）　申請者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６項の規定により指定を取り消
され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定を取り消された者
が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第５条の規定に
よる通知があった日前６日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か
ら起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事
業所である場合においては、当該通知があった日前６日以内に当該事業所の管理
者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であると
き。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち
当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため
の当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状
況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程
度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相
当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
（5）の2　申請者と密接な関係を有する者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６
項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していな
いとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しの
うち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた
めの当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の
状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の
程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが



標準処理期間 ３０日

更新日 平成30年5月7日

相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除
く。
（6）　申請者が、第８４条第１項又は第１０５条の３５第６項の規定による指定の取消
しの処分に係る行政手続法第５条の規定による通知があった日から当該処分をする
日又は処分をしないことを決定する日までの間に第８２条第２項の規定による事業の
廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当
該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
（6）の2　申請者が、第８３条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予
定日（当該検査の結果に基づき第８４条第１項の規定による指定の取消しの処分に
係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定め
るところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から日以内に特定
の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第８２条第２項の規
定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者
を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
（6）の3　第６号に規定する期間内に第８２条第２項の規定による事業の廃止の届出
があった場合において、申請者が、同号の通知の日前６日以内に当該届出に係る法
人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届
出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除
く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものである
とき。
（7）　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当
な行為をした者であるとき。
（8）　申請者が、法人で、その役員等のうちに第３号の２から第５号まで又は第６号か
ら前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
（9）　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第３号の２から第５号まで又は
第６号から第７号までのいずれかに該当する者であるとき。



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の45の5

基準規定 介護保険法第115条の45の5、介護保険法施行規則第140条の63の6

標準処理期間 ３０日

更新日 平成30年5月7日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

審査基準

第115条の45の5　第115条の45の3第1項の指定（第115条の45の7第1項を除き、以
下この章において「指定事業者の指定」という。）は、厚生労働省令で定めるところに
より、第１号事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係
る当該１号事業を行う事業所ごとに行う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定
める基準に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるときは、指定
事業者の指定をしてはならない。
第140条の63の6　法第115条の45の5第2項に規定する厚生労働省令で定める基準
は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。
（1）　第1号事業（第1号生活支援事業を除く。）に係る基準として、次に掲げるいずれ
かに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の1部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第4号）附
則第2条第3号若しくは第4条第3号の規定によりなおその効力を有するものとされた
指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ
ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成8年厚生労働
省令第35号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。）に規定する旧介
護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準の例による基準又は指定
介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成8年厚生労働省令第37号。ロに
おいて「指定介護予防支援等基準」という。）に規定する介護予防支援に係る基準の
例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護
予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。）に係る基準又は指定介
護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準
ハ　平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条第1項第2号に規定する離
島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す
る居宅要支援被保険者等が、平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条
第1項第2号に規定するサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案し
た基準
（2）　第1号事業に係る基準として、当該第1号事業に係るサービスの内容等を勘案し
た基準（前号に掲げるものを除く。）

  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定の更新

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の45の6

基準規定 介護保険法第115条の45の5、介護保険法施行規則第140条の63の6

標準処理期間 ３０日

更新日 平成30年5月7日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

審査基準

第115条の45の5　第115条の45の3第1項の指定（第115条の45の7第1項を除き、以
下この章において「指定事業者の指定」という。）は、厚生労働省令で定めるところに
より、第１号事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係
る当該１号事業を行う事業所ごとに行う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定
める基準に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるときは、指定
事業者の指定をしてはならない。
第140条の63の6　法第115条の45の5第2項に規定する厚生労働省令で定める基準
は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。
（1）　第1号事業（第1号生活支援事業を除く。）に係る基準として、次に掲げるいずれ
かに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の1部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第4号）附
則第2条第3号若しくは第4条第3号の規定によりなおその効力を有するものとされた
指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ
ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成8年厚生労働
省令第35号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。）に規定する旧介
護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準の例による基準又は指定
介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成8年厚生労働省令第37号。ロに
おいて「指定介護予防支援等基準」という。）に規定する介護予防支援に係る基準の
例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護
予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。）に係る基準又は指定介
護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準
ハ　平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条第1項第2号に規定する離
島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す
る居宅要支援被保険者等が、平成26年改正前法第54条第1項第3号又は法第59条
第1項第2号に規定するサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案し
た基準
（2）　第1号事業に係る基準として、当該第1号事業に係るサービスの内容等を勘案し
た基準（前号に掲げるものを除く。）

  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者の負担限度額の認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法施行規則第83条の6第4項（第97条の4及び第172条の2において準用する場合を含む。)

基準規定 介護保険法施行規則第83条の6第4項（第97条の4及び第172条の2において準用する場合を含む。)

【根拠条文】
［介護保険法施行規則］
第８３条の６ 前条の規定による市町村の認定（以下この条において「認定」という。）
を受けようとする要介護被保険者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市町村に
提出しなければならない。
(1) 前条各号のいずれかに該当する旨
(2) 氏名、性別、生年月日及び住所
(3) 指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受け
ている場合にあっては、当該指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護を受けている介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設
の名称及び所在地
(4) 前号の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、又は入院し
た年月日
(5) 被保険者証の番号
(6)特定介護サービスを受ける日の属する年の前年（特定介護サービスを受ける日の
属する月が1月から7月までの場合にあっては、前々年）に厚生労働大臣が定める年
金たる給付の支払を受けている場合にあっては、当該給付の種別

標準処理期間 原則として、申請から１４日以内に、審査、応答する。

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者介護サービス費の負担限度額差額の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法施行規則第83条の8第1項（第97条の4及び第172条の2において準用する場合を含む。)

基準規定 介護保険法施行規則第83条の8第1項（第97条の4及び第172条の2において準用する場合を含む。)

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

【根拠条文】
［介護保険法施行規則］
第８３条の８ 市町村は、認定証を特定介護保険施設等に提示できなかったために食
事の提供に要する費用及び居住又は滞在(以下「居住等」という。)に要する費用とし
て食費の基準費用額(法第５１条の３第２項第１号に規定する食費の基準費用額をい
う。)及び居住費の基準費用額(同項第２号に規定する居住費の基準費用額をいう。)
を超えない金額を支払った要介護被保険者について、その提示できなかったことが
やむを得ないものと認められる場合に、当該金額から食費の負担限度額(同項第１号
に規定する食費の負担限度額をいう。第３項において同じ。)及び居住費の負担限度
額(法第５１条の３第２項第２号に規定する居住費の負担限度額をいう。第３項におい
て同じ。)を控除した額に相当する額を特定入所者介護サービス費として支給すること
ができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 保険料の徴収猶予

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市介護保険条例第12条第1項

基準規定 上天草市介護保険条例第12条第1項

標準処理期間 30日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

第12条　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合において、その納付すべき保
険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認められるときは、納付義
務者の申請に基づき、その納付することができないと認められる金額を限度として、６
か月以内の期間を限りその徴収を猶予することができる。
(１)　第１号被保険者又はその者の属する世帯の生計を主として維持する者が、震
災、風水害、火災その他これらに類する災害により住宅、家財又はその他の財産に
ついて著しい損害を受けたとき。
(２)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したとき、又
はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の
収入が著しく減少したとき。
(３)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は
業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したとき。
(４)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、
冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減
少したとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 保険料の減免

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市介護保険条例第13条第1項、第2項

基準規定 上天草市介護保険条例第13条第1項、第2項

標準処理期間 30日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

第13条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認められる
ものに対し、保険料を減免することができる。
(１)　第１号被保険者又はその者の属する世帯の生計を主として維持する者が、震
災、風水害、火災その他これらに類する災害により住宅、家財又はその他の財産に
ついて著しい損害を受けたとき。
(２)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したとき、又
はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の
収入が著しく減少したとき。
(３)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は
業務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したとき。
(４)　第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、
冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減
少したとき。
２　前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は、普通徴収の方法により
保険料を徴収されている者については、納期限前７日（災害その他の特別な事情が
あることにより、当該日までに申請書を提出することが著しく困難であると市長が認め
た場合は市長が別に定める日）までに、特別徴収の方法により保険料を徴収されて
いる者については、特別徴収対象年金給付の支払日前７日（災害その他の特別な事
情があることにより、当該日までに申請書を提出することが著しく困難であると市長が
認めた場合は市長が別に定める日）までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免
を受けようとする理由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。
(１)　第１号被保険者及び主たる生計維持者の氏名及び住所
(２)　減免を受けようとする保険料の額及び納期限又は当該保険料の徴収に係る特
別徴収対象年金給付の支払に係る月
(３)　減免を受けようとする理由

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 老人福祉センターの使用の許可

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市老人福祉センター条例第7条

基準規定 上天草市老人福祉センター条例第8条、第9条

標準処理期間 1日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

第８条　センターを使用することができる者は、次の各号に掲げるものとする。
(１)　本市に住所を有する60歳以上の者。
(２)　本市に住所を有する個人若しくは団体で、老人の福祉を目的とする者。
(３)　その他市長が特に認めた者。
第９条　市長は、第７条の規定による許可を受けようとする者が次の各号のいずれか
に該当するときは、センターの使用を制限することができる。
(１)　公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。
(２)　施設又は設備を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。
(３)　その使用が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律
第77号）第２条第２号に規定する暴力団を利するおそれがあると認められるとき。
(４)　その他使用させることが管理上支障があるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 老人福祉センターの使用料の免除

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市老人福祉センター条例第11条

基準規定 上天草市老人福祉センター条例第11条

標準処理期間 15日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

第11条　市長が特に認めたときは、使用料金を減免することができる。
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者介護サービス費の負担限度額認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法施行規則第83条の5

基準規定 介護保険法施行規則第83条の5

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法施行規則］
第８３条の５ 法第５１条の３第１項の厚生労働省令で定める要介護被保険者は、次
のいずれかに該当していることにつき市町村の認定を受けている者(短期入所生活
介護及び短期入所療養介護を受けた者については、当該サービスにつき居宅介護
サービス費又は特例居宅介護サービス費の支給を受ける者に限る。)とする。
(1) その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者（婚姻の届出
をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、配偶者が行方不明
となった場合、要介護被保険者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律（平成１３年法律第３１号）第１条第１項に規定する配偶者からの暴力を受
けた場合その他これらに準ずる場合における当該配偶者を除く。以下同じ。）が特定
介護サービス（法第５１条の３第１項に規定する特定介護サービスをいう。以下同
じ。）を受ける日の属する年度（当該特定介護サービスを受ける日の属する月が４月
から７月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同
法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所
得割を除く。以下同じ。）が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより
当該市町村民税が免除された者（当該市町村民税の賦課期日において同法の施行
地に住所を有しない者を除く。）であり、かつ、当該要介護被保険者及びその者の配
偶者が所有する現金，所得税法第２条第１項第１０号に規定する預貯金，同項第１１
号に規定する合同運用信託，同項第１５号の３に規定する公募公社債等運用投資信
託及び同項第１７号に規定する有価証券その他これらに類する資産の合計額として
市町村長が認定した額が２０００万円（当該要介護被保険者に配偶者がない場合に
あっては、１０００万円）以下であるもの。
(2) その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が特定介護サービスを受ける日の
属する月において要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に
規定する要保護者をいう。以下同じ。）である者であって，当該特定介護サービスに
係る特定入所者介護サービス費（法第５１条の３第１項に規定する特定入所者介護
サービス費をいう。以下同じ。）を支給されたとすれば、保護（生活保護法第二条に規
定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの
(3) 被保護者（生活保護法第６条第１項に規定する被保護者をいう。以下同じ。）
(4) 前３号に掲げる者のほか，介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に
入所する者であって、その属する世帯の構成員の数（その者の配偶者が同一の世帯
に属していないときは，その数に１を加えた数）が２以上であり、かつ、次に掲げる要
件のいずれにも該当するもの
イ その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員（当該世帯主又は世帯員のいずれか
について特定介護サービスを行う介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設
に入所することにより当該者が世帯を異にしても、当該者は、なお同一の世帯に属す
るものとみなす。以下この号において同じ。）並びにその者の配偶者の特定介護サー
ビスを受ける日の属する年の前年（特定介護サービスを受ける日の属する月が１月
から７月までの場合にあっては，前々年）中の公的年金等の収入金額（所得税法第３
５条第２項第１号に規定する公的年金等の収入金額をいう。）及び当該特定介護
サービスを受ける日の属する年の前年（当該特定介護サービスを受ける日の属する
月が１月から７月までの場合にあっては、前々年）の合計所得金額（地方税法第２９２
条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。ただし、当該額の計算上所得税法
第３５条第２項第１号に掲げる金額は算入しないものとし、当該額が０を下回る場合
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には、０とする。）の合計額から当該特定介護サービスに係る施設介護サービス費又
は地域密着型介護サービス費の見込額に９０分の１０（法第４９条の２の規定が適用
される場合にあっては、８０分の２０）を乗じて得た額（高額介護サービス費が支給さ
れる見込みがあるときは，当該高額介護サービス費の見込額を控除する。）の年額
並びに食事の提供に要する費用及び居住に要する費用として支払う見込額の年額
の合計額を控除して得た額が、８０万円以下であること。
ロ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者が所有する現金、
所得税法第２条第１項第１０号に規定する預貯金，同項第１１号に規定する合同運用
信託，同項第１５号の３に規定する公募公社債等運用投資信託及び同項第１７号に
規定する有価証券の合計額として市町村長が認定した額が，４５０万円以下であるこ
と。
ハ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者がその居住の用
に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に利用し得る資産を所有し
ていないこと。
ニ イに規定する世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者について、災害そ
の他の特別の事情があると市町村長が認める場合を除き、第１号被保険者にあって
は保険料の、第２号被保険者にあっては医療保険各法の定めるところにより当該者
が納付義務又は払込義務を負う保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を
含む。）又は掛金の滞納がないこと。

標準処理期間 7日以内

更新日 平成29年3月30日



審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者介護予防サービス費の負担限度額認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法施行規則第97条の3

基準規定 介護保険法施行規則第97条の3

標準処理期間 7日以内

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法施行規則］
第９７条の３ 法第６１条の３第１項の厚生労働省令で定める居宅要支援被保険者
は、次のいずれかに該当していることにつき市町村の認定を受けている者(介護予防
短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護について介護予防サービス費
又は特例介護予防サービス費の支給を受ける者に限る。)とする。
(1) その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員並びにその者の配偶者が特定介護
予防サービス(法第６１条の３第１項に規定する特定介護予防サービスをいう。以下
同じ。)を受ける日の属する年度(当該特定介護予防サービスを受ける日の属する月
が４月から７月までの場合にあっては，前年度)分の地方税法の規定による市町村民
税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税が免
除された者(当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者
を除く。) であり、かつ、当該居宅要支援被保険者及びその者の配偶者が所有する現
金，所得税法第２条第１項第１０号に規定する預貯金，同項第１１号に規定する合同
運用信託，同項第１５号の３に規定する公募公社債等運用投資信託及び同項第１７
号に規定する有価証券その他これらに類する資産の合計額として市町村長が認定し
た額が２０００万円（当該居宅要支援被保険者に配偶者がない場合にあっては、１００
０万円）以下であるもの。
(2) その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が特定介護予防サービスを受ける
日の属する月において要保護者である者であって、当該特定介護予防サービスに係
る特定入所者介護予防サービス費(法第６１条の３第１項に規定する特定入所者介
護予防サービス費をいう。以下同じ。)を支給されたとすれば，保護を必要としない状
態となるもの
(3) 被保護者
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審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 特定入所者介護予防サービス費の負担限度額差額の支給

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法施行規則第97条の4

基準規定 介護保険法施行規則第97条の4、第83条の8

標準処理期間 90日

更新日 平成29年3月30日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

［介護保険法施行規則］
第９７条の４ 第８３条の６第１項第１号、第２号及び第５号並びに第２項から第１０項まで，
第８３条の７並びに第８３条の８の規定は、特定入所者介護予防サービス費について準
用する。

第83条の8 　市町村は、認定証を特定介護保険施設等に提示できなかったために食事
の提供に要する費用及び居住又は滞在（以下「居住等」という。）に要する費用として食
費の基準費用額（法第51条の3第2項第1号 に規定する食費の基準費用額をいう。）及び
居住費の基準費用額（同項第2号 に規定する居住費の基準費用額をいう。）を超えない
金額を支払った要介護被保険者について、その提示できなかったことがやむを得ないも
のと認められる場合に、当該金額から食費の負担限度額（同項第1号 に規定する食費の
負担限度額をいう。第3項において同じ。）及び居住費の負担限度額（法第51条の3第2項
第2号 に規定する居住費の負担限度額をいう。第3項において同じ。）を控除した額に相
当する額を特定入所者介護サービス費として支給することができる。
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処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 在宅サービスの提供にかかる措置

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 老人福祉法第10条の4第1項

基準規定

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

【根拠条文】
第10条の4  　市町村は、必要に応じて、次の措置を採ることができる。
一  　65歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を
営むのに支障があるものが、やむを得ない事由により介護保険法 に規定する訪問
介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（厚生労働省令で定める部分に限る。第
20条の8第4項において同じ。）若しくは夜間対応型訪問介護又は第一号訪問事業を
利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令で定める基準
に従い、その者の居宅において第5条の2第2項の厚生労働省令で定める便宜を供
与し、又は当該市町村以外の者に当該便宜を供与することを委託すること。
二　六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活
を営むのに支障があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する通所
介護、認知症対応型通所介護若しくは介護予防認知症対応型通所介護又は第一号
通所事業を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者（養護者を含
む。）を、政令で定める基準に従い、当該市町村の設置する老人デイサービスセン
ター若しくは第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設（以下「老人デイサー
ビスセンター等」という。）に通わせ、同項の厚生労働省令で定める便宜を供与し、又
は当該市町村以外の者の設置する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該便
宜を供与することを委託すること。
三　六十五歳以上の者であつて、養護者の疾病その他の理由により、居宅において
介護を受けることが一時的に困難となつたものが、やむを得ない事由により介護保
険法に規定する短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用すること
が著しく困難であると認めるときは、その者を、政令で定める基準に従い、当該市町
村の設置する老人短期入所施設若しくは第五条の二第四項の厚生労働省令で定め
る施設（以下「老人短期入所施設等」という。）に短期間入所させ、養護を行い、又は
当該市町村以外の者の設置する老人短期入所施設等に短期間入所させ、養護する
ことを委託すること。
四　六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活
を営むのに支障があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する小規
模多機能型居宅介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護を利用することが著し
く困難であると認めるときは、その者につき、政令で定める基準に従い、その者の居
宅において、又は第五条の二第五項の厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通
わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、同項の厚生労働省令で定める
便宜及び機能訓練を供与し、又は当該市町村以外の者に当該便宜及び機能訓練を
供与することを委託すること。
五　六十五歳以上の者であつて、認知症（介護保険法第五条の二に規定する認知
症をいう。以下同じ。）であるために日常生活を営むのに支障があるもの（その者の
認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。）が、やむを得ない事由によ
り同法に規定する認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生
活介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令で定
める基準に従い、第五条の二第六項に規定する住居において入浴、排せつ、食事
等の介護その他の日常生活上の援助を行い、又は当該市町村以外の者に当該住
居において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の援助を行うことを委
託すること。
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六　六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活
を営むのに支障があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する複合
型サービス（訪問介護等（定期巡回・随時対応型訪問介護看護にあつては、厚生労
働省令で定める部分に限る。）に係る部分に限る。第二十条の八第四項において同
じ。）を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者につき、政令で定め
る基準に従い、第五条の二第七項の厚生労働省令で定めるサービスを供与し、又
は当該市町村以外の者に当該サービスを供与することを委託すること。
２　市町村は、六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために
日常生活を営むのに支障があるものにつき、前項各号の措置を採るほか、その福祉
を図るため、必要に応じて、日常生活上の便宜を図るための用具であつて厚生労働
大臣が定めるものを給付し、若しくは貸与し、又は当該市町村以外の者にこれを給
付し、若しくは貸与することを委託する措置を採ることができる。

聴聞・弁明手続 聴聞

更新日 平成29年3月30日



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 日常生活用具の給付等の措置の解除

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 老人福祉法第10条の4第2項

基準規定

聴聞・弁明手続

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

【根拠条文】
（措置の解除に係る説明等）
第12条 　市町村長は、第10条の4又は前条第1項の措置を解除しようとするときは、
あらかじめ、当該措置に係る者に対し、当該措置の解除の理由について説明すると
ともに、その意見を聴かなければならない。ただし、当該措置に係る者から当該措置
の解除の申出があつた場合その他厚生労働省令で定める場合においては、この限
りでない。
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処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 養護老人ホーム等への入所措置等の解除

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 老人福祉法第11条第1項

基準規定

聴聞・弁明手続

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

【根拠条文】
（措置の解除に係る説明等）
第12条 　市町村長は、第10条の4又は前条第1項の措置を解除しようとするときは、
あらかじめ、当該措置に係る者に対し、当該措置の解除の理由について説明すると
ともに、その意見を聴かなければならない。ただし、当該措置に係る者から当該措置
の解除の申出があつた場合その他厚生労働省令で定める場合においては、この限
りでない。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 入所措置費用の徴収

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 老人福祉法第28条第1項

基準規定 老人福祉法第28条第1項

聴聞・弁明手続

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

【根拠条文】
（費用の徴収）
第２８条  　第10条の4第1項及び第11条の規定による措置に要する費用について
は、これを支弁した市町村の長は、当該措置に係る者又はその扶養義務者（民法
（明治29年法律第89号）に定める扶養義務者をいう。以下同じ。）から、その負担能
力に応じて、当該措置に要する費用の全部又は一部を徴収することができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 不正利得の徴収

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第22条

基準規定 介護保険法第22条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第２２条 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者があるときは、市町村
は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することができるほか、当該
偽りその他不正の行為によって受けた保険給付が第５１条の３第１項の規定による
特定入所者介護サービス費の支給、第５１条の４第１項の規定による特例特定入所
者介護サービス費の支給，第６１条の３第１項の規定による特定入所者介護予防
サービス費の支給又は第６１条の４第１項の規定による特例特定入所者介護予防
サービス費の支給であるときは、市町村は，厚生労働大臣の定める基準により、そ
の者から当該偽りその他不正の行為によって支給を受けた額の１００分の２００に相
当する額以下の金額を徴収することができる。
２ 前項に規定する場合において、訪問看護，訪問リハビリテーション、通所リハビリ
テーション若しくは短期入所療養介護，定期巡回・随時対応型訪問介護又は介護予
防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若
しくは介護予防短期入所療養介護についてその治療の必要の程度につき診断する
医師その他居宅サービス若しくはこれに相当するサービス、地域密着型サービス若
しくはこれに相当するサービス、施設サービス又は介護予防サービス若しくはこれに
相当するサービスに従事する医師又は歯科医師が、市町村に提出されるべき診断
書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行われたものであるときは、市町村
は、当該医師又は歯科医師に対し、保険給付を受けた者に連帯して同項の徴収金
を納付すべきことを命ずることができる。
３ 市町村は、第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者，第４２条の２第１
項に規定する指定地域密着型サービス事業者、第４６条第１項に規定する指定居宅
介護支援事業者、介護保険施設、第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス
事業者、第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者又
は第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者(以下この項において「指定
居宅サービス事業者等」という。)が、偽りその他不正の行為により第４１条第６項、
第４２条の２第６項、第４６条第４項、第４８条第４項、第５１条の３第４項、第５３条第
４項、第５４条の２第６項、第５８条第４項又は第６１条の３第４項の規定による支払を
受けたときは、当該指定居宅サービス事業者等から、その支払った額につき返還さ
せるべき額を徴収するほか、その返還させるべき額に１００分の４０を乗じて得た額を
徴収することができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 職権による要介護状態区分の変更の認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第30条第1項

基準規定
介護保険法第30条第1項、第27条第5項
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第1条

聴聞・弁明手続 弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

［介護保険法］
第３０条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者について、その介護の必要の程
度が低下したことにより当該要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態
区分に該当するに至ったと認めるときは、要介護状態区分の変更の認定をすること
ができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該
変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、これに当該変更
の認定に係る要介護状態区分及び次項において準用する第２７条第５項後段の規
定による認定審査会の意見(同項第２号に掲げる事項に係るものに限る。)を記載し、
これを返付するものとする。

第２７条　(略)
５ 認定審査会は、前項（第３０条第２項において準用する前項）の規定により審査及
び判定を求められたときは、厚生労働大臣が定める基準に従い、当該審査及び判
定に係る被保険者について、同項各号に規定する事項に関し審査及び判定を行い，
その結果を市町村に通知するものとする。この場合において、認定審査会は、必要
があると認めるときは、次に掲げる事項について、市町村に意見を述べることができ
る。
(1) （省略）
(2) 第４１条第１項に規定する指定居宅サービス、第４２条の２第１項に規定する指定
地域密着型サービス又は第４８条第１項に規定する指定施設サービス等の適切か
つ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事

[要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令]
第１条 介護保険法に規定する介護認定審査会による審査及び判定は，被保険者が
当該区分に応じそれぞれ当該各号に掲げる状態のいずれに該当するかについて行
うものとする。
(1) 要介護１ 要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態（次条
第１項第２号に該当する状態を除く。)
(2) 要介護２ 要介護認定等基準時間が５０分以上７０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(3) 要介護３ 要介護認定等基準時間が７０分以上９０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(4) 要介護４ 要介護認定等基準時間が９０分以上１１０分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(5) 要介護５ 要介護認定等基準時間が１１０分以上である状態（当該状態に相当す
ると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 要介護認定の取消し

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第31条第1項

基準規定 介護保険法第31条第1項

聴聞・弁明手続 聴聞

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

［介護保険法］
第３１条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当す
るときは，当該要介護認定を取り消すことができる。この場合において、市町村は、
厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しその被保険
者証の提出を求め，第２７条第７項各号に掲げる事項の記載を消除し、これを返付
するものとする。
(1) 要介護者に該当しなくなったと認めるとき。
(2) 正当な理由なしに、前条第２項若しくは次項において準用する第２７条第２項の
規定による調査(第２４条の２第１項第２号又は前条第２項若しくは次項において準
用する第２８条第５項の規定により委託された場合にあっては，当該委託に係る調
査を含む。)に応じないとき，又は前条第２項若しくは次項において準用する第２７条
第３項ただし書の規定による診断命令に従わないとき。

第２７条
２ 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険
者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定
める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当該被保
険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することがで
きる。
３ 市町村は，第１項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医師
に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の状
況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師がな
いときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に対
して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきことを
命ずることができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 職権による要支援状態区分の変更の認定

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第33条の3第1項

基準規定
介護保険法第32条の4
要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第2条

聴聞・弁明手続 弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

［介護保険法］
第３２条　(略）
４ 認定審査会は、前項（第３３条の２において準用する前項）の規定により審査及び
判定を求められたときは、厚生労働大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定
に係る被保険者について、同項各号に規定する事項に関し審査及び判定を行い、そ
の結果を市町村に通知するものとする。この場合において、認定審査会は、必要が
あると認めるときは、次に掲げる事項について、市町村に意見を述べることができ
る。
(1) （省略）
(2) 第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス若しくは第５４条の２第１項に規
定する指定地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生活支援総合事
業の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項

[要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令]
第２条 介護認定審査会による審査及び判定は、被保険者が当該区分に応じそれぞ
れ当該各号に掲げる状態のいずれかに該当するかについて行うものとする。
(1) 要支援１ 要介護認定等基準時間が２５分以上３２分未満である状態（当該状態
に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態
(2) 要支援２ 要支援状態の継続見込期間（法第７条に規定する期間をいう。)にわた
り継続して常時介護を要する状態の軽減又は悪化の防止に特に資する支援を要す
ると見込まれ，要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満である状態（当該状
態に相当すると認められないものを除く。)又はこれに相当すると認められる状態

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 要支援認定の取消し

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第34条第1項

基準規定 介護保険法第34条第1項、第27条第2項及び第3項

聴聞・弁明手続 聴聞

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

［介護保険法］
第３４条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当す
るときは，当該要支援認定を取り消すことができる。この場合において、市町村は、
厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しその被保険
者証の提出を求め，第３２条第６項各号に掲げる事項の記載を消除し、これを返付
するものとする。
(1) 要支援者に該当しなくなったと認めるとき。
(2) 正当な理由なしに、前条第２項若しくは次項において準用する第３２条第２項の
規定により準用される第２７条第２項の規定による調査(第２４条の２第１項第２号又
は前条第２項若しくは次項において準用する第２８条第５項の規定により委託された
場合にあっては，当該委託に係る調査を含む。)
に応じないとき、又は次項において準用する第３２条第２項の規定により準用される
第２７条第３項ただし書の規定による診断命令に従わないとき。

第２７条
２ 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保険
者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定
める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は，当該被保
険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託することがで
きる。
３ 市町村は、第１項の申請があったときは、、当該申請に係る被保険者の主治の医
師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の
状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師が
ないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険者に
対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべきこと
を命ずることができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 故意の場合の保険給付の制限

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第64条

基準規定 介護保険法第64条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６４条 市町村は、自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な
理由なしに介護給付等対象サービスの利用若しくは居宅介護住宅改修費若しくは介
護予防住宅改修費に係る住宅改修の実施に関する指示に従わないことにより、要
介護状態等若しくはその原因となった事故を生じさせ、又は要介護状態等の程度を
増進させた被保険者の当該要介護状態等については，これを支給事由とする介護
給付等は，その全部又は一部を行わないことができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 文書提出等に従わない場合の保険給付の制限

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第65条

基準規定 介護保険法第65条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６５条 市町村は、介護給付等を受ける者が、正当な理由なしに、第２３条の規定
による求め(第２４条の２第１項第１号の規定により委託された場合にあっては，当該
委託に係る求めを含む。)に応ぜず、又は答弁を拒んだときは、介護給付等の全部
又は一部を行わないことができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 保険料滞納者に係る支払方法の変更

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第66条第1項、第2項

基準規定
介護保険法第66条第1項及び第2項
介護保険法施行令第30条
介護保険法施行規則第98条、第99条

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６６条 市町村は、保険料を滞納している第１号被保険者である要介護被保険者等
(原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成６年法律第１１７号)による一般疾
病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付を受けることがで
きるものを除く。)が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過す
るまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき
災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令
で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当
該被保険者証に、第４１条第６項、第４２条の２第６項、第４６条第４項、第４８条第４
項、第５１条の３第４項、第５３条第４項、第５４条の２第６項、第５８条第４項及び第６
１条の３第４項の規定を適用しない旨の記載(以下この条及び次条第３項において
「支払方法変更の記載」という。)をするものとする。
２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい
ても、同項に規定する政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、同項に
規定する要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に支
払方法変更の記載をすることができる。

[介護保険法施行令］
第３０条 法第６６条第１項に規定する政令で定める特別の事情は、次に掲げる事由
により保険料を納付することができないと認められる事情とする。
(1) 保険料を滞納している要介護被保険者等又はその属する世帯の生計を主として
維持する者が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又
はその他の財産について著しい損害を受けたこと。
(2) 保険料を滞納している要介護被保険者等の属する世帯の生計を主として維持す
る者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院し
たことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(3) その他前２号に準ずる事由として厚生労働省令で定める事由があること。

［介護保険法施行規則］
第９８条 法第６６条第１項の厚生労働省令で定める医療に関する給付は、次のとお
りとする。
(1) 予防接種法第１６条第１項第１号又は第２項第１号の医療費の支給
(2) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２第１項
の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付
(3) 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第１６条第１項第１号又は第２０条第
１項第１号の医療費の支給
(4) 障害者自立支援法第５８条第１項の自立支援医療費，同法第７０条第１項の療
養介護医療費又は同法第７１条第１項の基準該当療養介護医療費の支給
(5) 石綿による健康被害の救済に関する法律第４条第１項の規定による医療費の支
給
(5)の2 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法
第４条第１号の医療費の支給

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



(5)の3 難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項の特定医療費の支給
(6) 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第３条又
は第４条の医療費の支給
(7) 健康保険法施行令(大正１５年勅令第２４３号)第４１条第９項、防衛省の職員の
給与等に関する法律施行令(昭和２７年政令第３６８号)第１７条の６第５項、船員保
険法施行令(昭和２８年政令第２４０号)第８条第９項，国民健康保険法施行令(昭和３
３年政令第３６２号)第２９条の２第８項、国家公務員共済組合法施行令(昭和３３年
政令第２０７号)第１１条の３の４第９項(私立学校教職員共済法施行令(昭和２８年政
令第４２５号)第６条において準用する場合を含む。)又は地方公務員等共済組合法
施行令(昭和３７年政令第３５２号)第２３条の３の３第９項の規定による高額療養費
の支給
(8) 高齢者の医療の確保に関する法律施行令(平成１９年政令第３１８号)第１４条第
６項の規定に基づき厚生労働大臣が定める疾病に係る高齢者の医療の確保に関す
る法律第６４条第１項各号に掲げる給付であって、同令第１４条第６項の規定に基づ
き後期高齢者医療広域連合の認定を受けている者に係るもの
(9) 前各号に掲げる給付に準ずるものとして厚生労働大臣が定める給付

第９９条 法第６６条第１項の厚生労働省令で定める期間は、一年間とする。

聴聞・弁明手続 弁明

更新日 平成29年3月30日



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 保険給付の支払の一時差止め

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第67条第1項、第2項

基準規定
介護保険法第67条
介護保険法施行令第30条、第32条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

［介護保険法］
第６７条 市町村は、保険給付を受けることができる第１号被保険者である要介護被
保険者等が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働省令
で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては，当
該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合
を除き，厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を一
時差し止めるものとする。
２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい
ても、保険給付を受けることができる第１号被保険者である要介護被保険者等が保
険料を滞納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令
で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところによ
り、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。
３　市町村は、前条第１項又は第２項の規定により支払方法変更の記載を受けてい
る要介護被保険者等であって、前２項の規定による保険給付の全部又は一部の支
払の一時差止がなされているものが、なお滞納している保険料を納付しない場合に
おいては、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該要介護被保険者等
に通知して、当該一時差止に係る保険給付の額から当該要介護被保険者等が滞納
している保険料額を控除することができる。

［介護保険法施行令］
第３０条 法第６６条第１項に規定する政令で定める特別の事情は、次に掲げる事由
により保険料を納付することができないと認められる事情とする。
(1) 保険料を滞納している要介護被保険者等又はその属する世帯の生計を主として
維持する者が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又
はその他の財産について著しい損害を受けたこと。
(2) 保険料を滞納している要介護被保険者等の属する世帯の生計を主として維持す
る者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院し
たことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(3) その他前２号に準ずる事由として厚生労働省令で定める事由があること。

第３２条 第３０条の規定は，法第６７条第１項及び第２項並びに法第６８条第１項に
規定する政令で定める特別の事情について準用する。
２ 法第６８条第２項に規定する政令で定める特別の事情は、同項に規定する要介護
被保険者等に係る未納医療保険料等の著しい減少又は第３０条に規定する事情と
する。

［介護保険法施行規則］

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差止め

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第68条第4項

基準規定
介護保険法第68条
介護保険法施行令第30条、第32条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６８条 市町村は、保険給付を受けることができる第２号被保険者である要介護被
保険者等について、医療保険各法の定めるところにより当該要介護被保険者等が
納付義務又は払込義務を負う保険料(地方税法(昭和２５年法律第２２６号)の規定に
よる国民健康保険税を含む。)又は掛金であってその納期限又は払込期限までに納
付しなかったもの(以下この項及び次項において「未納医療保険料等」という。)があ
る場合においては、未納医療保険料等があることにつき災害その他の政令で定める
特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該
要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に、第４１条
第６項、第４２条の２第６項、第４６条第４項、第４８条第４項、第５１条の３第４項、第
５３条第４項、第５４条の２第６項、第５８条第４項及び第６１条の３第４項の規定を適
用しない旨並びに保険給付の全部又は一部の支払を差し止める旨の記載(以下この
条において「保険給付差止の記載」という。)をすることができる。

[介護保険法施行令]
第３０条 法第６６条第１項に規定する政令で定める特別の事情は、次に掲げる事由
により保険料を納付することができないと認められる事情とする。
(1) 保険料を滞納している要介護被保険者等又はその属する世帯の生計を主として
維持する者が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又
はその他の財産について著しい損害を受けたこと。
(2) 保険料を滞納している要介護被保険者等の属する世帯の生計を主として維持す
る者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院し
たことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(3) その他前２号に準ずる事由として厚生労働省令で定める事由があること。

第３２条 第３０条の規定は，法第６７条第１項及び第２項並びに法第６８条第１項に
規定する政令で定める特別の事情について準用する。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第69条第1項

基準規定 介護保険法第69条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６９条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第２９条第２項において準用す
る第２７条第７項若しくは第３０条第１項の規定による要介護状態区分の変更の認
定、要支援認定、要支援更新認定、第３３条の２第２項において準用する第３２条第
６項若しくは第３３条の３第１項の規定による要支援状態区分の変更の認定(以下こ
の項において単に「認定」という。)をした場合において、当該認定に係る第1号被保
険者である要介護被保険者等について保険料徴収権消滅期間(当該期間に係る保
険料を徴収する権利が時効によって消滅している期間につき政令で定めるところに
より算定された期間をいう。以下この項において同じ。)があるときは，厚生労働省令
で定めるところにより、当該要介護被保険者等の被保険者証に，当該認定に係る第
２７条第７項後段(第２８条第４項及び第２９条第２項において準用する場合を含
む。)、第３０条第１項後段若しくは第３５条第４項後段又は第３２条第６項後段(第３３
条第４項及び第３３条の２第２項において準用する場合を含む。)，第３３条の３第１
項後段若しくは第３５条第２項後段若しくは第６項後段の規定による記載に併せて、
介護給付等(居宅介護サービス計画費の支給、特例居宅介護サービス計画費の支
給、介護予防サービス計画費の支給及び特例介護予防サービス計画費の支給、高
額介護サービス費の支給、高額医療合算介護サービス費の支給、高額介護予防
サービス費の支給及び高額医療合算介護予防サービス費の支給並びに特定入所
者介護サービス費の支給、特例特定入所者介護サービス費の支給、特定入所者介
護予防サービス費の支給及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を除く。)
の額の減額を行う旨並びに高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、
高額介護予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費並びに特定入所
者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費，特定入所者介護予防サービ
ス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わない旨並びにこれらの
措置がとられる期間(市町村が、政令で定めるところにより、保険料徴収権消滅期間
に応じて定める期間をいう。以下この条において「給付額減額期間」
という。)の記載(以下この条において「給付額減額等の記載」という。)をするものとす
る。ただし、当該要介護被保険者等について、災害その他の政令で定める特別の事
情があると認めるときは、この限りでない。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定地域密着型サービス事業者に対する措置命令

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第78条の9第3項

基準規定 介護保険法第78条の9第3項

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明の機会の付与（行政手続法13条2項各号）

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第７８条の９
３ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者
が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密
着型サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命
ずることができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定地域密着型サービス事業者の指定の取消し等

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第78条の10

基準規定 介護保険法第78条の10

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

第７８条の１０ 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該
指定地域密着型サービス事業者に係る第４２条の２第１項本文の指定を取り消し、
又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
(1) 指定地域密着型サービス事業者が，第７８条の２第４項第４号の２から第５号の２
まで、第９号（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除く。），第１０号（第５
号の３に該当する者のあるものであるときを除く。）、第１１号（第５号の３に該当する
者であるときを除く。）又は第１２号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）のい
ずれかに該当するに至ったとき。
(2) 指定地域密着型サービス事業者が、第７８条の２第６項第３号から第３号の４ま
でのいずれかに該当するに至ったとき。
(3) 指定地域密着型サービス事業者が、第７８条の２第８項の規定により当該指定を
行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。
(4) 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若
しくは技能又は人員について、第７８条の４第１項の市町村の条例で定める基準若し
くは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第５項に規定する指定地域密着型
サービスに従事する従業者に関する基準を満たすことができなくなったとき。
(5) 指定地域密着型サービス事業者が、第７８条の４第２項又は第５項に規定する指
定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地
域密着型サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。
(6) 指定地域密着型サービス事業者が、第７８条の４第８項に規定する義務に違反し
たと認められるとき。
(7) 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護を行うものに限る。）
が，第２８条第５項（第２９条第２項、第３０条第２項、第３１条第２項、第３３条第４項、
第３３条の２第２項、第３３条の３第２項及び第３４条第２項において準用する場合を
含む。第８４条，第９２条及び第１０４条において同じ。）の規定により調査の委託を
受けた場合において，当該調査の結果について虚偽の報告をしたとき。
(8) 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があったとき。
(9) 指定地域密着型サービス事業者が、第７８条の７第１項の規定により報告又は帳
簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず，又は虚偽の報告をしたとき。
(10) 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が，第７
８条の７第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質
問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、
妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為を
した場合において、その行為を防止するため、当該指定地域密着型サービス事業者
が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
(11) 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第４２条の２第１項本文
の指定を受けたとき。
(12) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律そ
の他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの
法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

処分基準



(13) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅サービ
ス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
(14) 指定地域密着型サービス事業者が法人である場合において、その役員等のう
ちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５
年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。
(15) 指定地域密着型サービス事業者が法人でない事業所である場合において，そ
の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとする
とき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であると
き。

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明の機会の付与（行政手続法13条2項各号）

更新日 平成29年3月30日



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定地域密着型介護予防サービス事業者に対する措置命令

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第78条の9第3項

基準規定 介護保険法第78条の9第3項

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第７８条の９
３ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者
が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密
着型サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命
ずることができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取り消し等

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の19

基準規定 介護保険法第115条の19

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

第１１５条の１９ 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当
該指定地域密着型介護予防サービス事業者に係る第５４条の２第１項本文の指定
を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止すること
ができる。
(1) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、，第１１５条の１２第２項第４号の２
から第５号の２まで、第９号（第５号の３に該当する者のあるものであるときを除
く。）、第１０号（第５号の３に該当する者のあるものであるときをく。）、第１１号（第５
号の３に該当する者であるときを除く。）又は第１２号（第５号の３に該当する者である
ときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。
(2) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第１１５条の１２第４項第３号から
第６号までのいずれかに該当するに至ったとき。
(3) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第１１５条の１２第６項の規定によ
り当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。
(4) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者
の知識若しくは技能又は人員について、第１１５条の１４第１項の市町村の条例で定
める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第５項に規定する指
定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たすことがで
きなくなったとき。
(5) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第１１５条の１４第２項又は第５項
に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支
援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び
運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営
をすることができなくなったとき。
(6) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第１１５条の１４第８項に規定する
義務に違反したと認められるとき。
(7) 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。
(8) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第１１５条の１７第１項の規定によ
り報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報
告をしたとき。
(9) 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者
が、第１１５条の１７第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規
定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による
検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者
がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定地域密着型介
護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。
(10) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不正の手段により第５４条の２第
１項本文の指定を受けたとき。
(11) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、こ
の法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又は
これらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

処分基準



(12) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、居
宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
(13) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役
員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす
るとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があ
るとき。
(14) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合にお
いて、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ
うとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成29年3月30日



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定介護予防支援事業者に対する措置命令

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の28第3項

基準規定 介護保険法第115条の28第3項

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

１１５条の２８
３  　市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防支援事業者が、
正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防
支援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずること
ができる。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定介護予防支援事業者の指定の取消し等

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の29

基準規定 介護保険法第115条の29

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第１１５条の２９ 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当
該指定介護予防支援事業者に係る第５８条第１項の指定を取り消し、又は期間を定
めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
(1) 指定介護予防支援事業者が、第１１５条の２２第２項第３号の２から第４号の２ま
で、第８号(同項第４号の３に該当する者のあるものであるときを除く。)のいずれかに
該当するに至ったとき。
(2) 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは
技能又は人員について，第１１５条の２４第１項の市町村の条例で定める基準又は
同項の市町村の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。
(3) 指定介護予防支援事業者が、第１１５条の２４第２項に規定する指定介護予防支
援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防
支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営
をすることができなくなったとき。
(4) 指定介護予防支援事業者が、第１１５条の２４第５項に規定する義務に違反した
と認められるとき。
(5) 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があったとき。
(6) 指定介護予防支援事業者が、第１１５条の２７第１項の規定により報告又は帳簿
書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
(7) 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が，第１１５条の
２７第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に
対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をし
た場合において，その行為を防止するため、当該指定介護予防支援事業者が相当
の注意及び監督を尽くしたときを除く。
(8) 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により第５８条第１項の指定を受けた
とき。
(9) 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、この法律その他国
民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基
づく命令若しくは処分に違反したとき。
(10) 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、居宅サービス等に
関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
(11) 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部若
しくは一部の効力の停止をしようとするとき前５年以内に居宅サービス等に関し不正
又は著しく不当な行為をした者があるとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定居宅介護支援事業者に対する措置命令

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第83条の2

基準規定 介護保険法第83条の2

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成30年5月7日

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

処分基準

第83条の2
３ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた指定居宅介護支援事業者が、正
当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅介護支
援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることが
できる。



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 指定居宅介護支援事業者の指定の取消し等

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第84条

基準規定 介護保険法第84条

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成30年5月7日

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

処分基準

第84条　都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該
指定居宅介護支援事業者に係る第46条第1項の指定を取り消し、又は期間を定めて
その指定の全部若しくは1部の効力を停止することができる。
（1）　指定居宅介護支援事業者が、第79条第2項第3号の2から第4号の2まで、第8号
（同項第4号の3に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第9号（同項第4号
の3に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。
（2）　指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人
員について、第81条第1項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなく
なったとき。
（3）　指定居宅介護支援事業者が、第81条第2項に規定する指定居宅介護支援の事
業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営をすること
ができなくなったとき。
（4）　指定居宅介護支援事業者が、第81条第6項に規定する義務に違反したと認め
られるとき。
（5）　第28条第5項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結
果について虚偽の報告をしたとき。
（6）　居宅介護サービス計画費の請求に関し不正があったとき。
（7）　指定居宅介護支援事業者が、第83条第1項の規定により報告又は帳簿書類の
提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
（8）　指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第83条第
1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して
答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合に
おいて、その行為を防止するため、当該指定居宅介護支援事業者が相当の注意及
び監督を尽くしたときを除く。
（9）　指定居宅介護支援事業者が、不正の手段により第46条第1項の指定を受けた
とき。
（10）　前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、この法律その他
国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に
基づく命令若しくは処分に違反したとき。
（11）　前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、居宅サービス等
に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。
（12）　指定居宅介護支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部
若しくは1部の効力の停止をしようとするとき前5年以内に居宅サービス等に関し不正
又は著しく不当な行為をした者があるとき。



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者に対する措置命令

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の45の8

基準規定 介護保険法第115条の45の8

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成30年5月7日

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

処分基準

第115条の45の9
３ 市町村長は、第１項の規定による勧告を受けた指定事業者が、正当な理由がなく
てその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定事業者に対し、期限を定め
て、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定の取消し等

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第115条の45の9

基準規定 介護保険法第115条の45の9

聴聞・弁明手続 聴聞または弁明

更新日 平成30年5月7日

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

処分基準

第１１５条の４５の９　 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合において
は、当該指定事業者に係る指定事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその
指定の全部若しくは1部の効力を停止することができる。
１　指定事業者が、第115条の45第1項第1号イからニまで又は第115条の45の5第2
項の厚生労働省令で定める基準に従って第1号事業を行うことができなくなったと
き。
２　第1号事業支給費の請求に関し不正があったとき。
３　指定事業者が、第115条の45の7第1項の規定により報告又は帳簿書類の提出若
しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。
４　指定事業者又は当該指定事業者の指定に係る事業所の従業者が、第115条の
45の7第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に
対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定事業者の指定に係る事業所の従業者が
その行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定事業者が相当の
注意及び監督を尽くしたときを除く。
５　指定事業者が、不正の手段により指定事業者の指定を受けたとき。
６　前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、この法律その他国民の保健医療
若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しく
は処分に違反したとき。
７　前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、地域支援事業又は居宅サービス
等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 拘禁の場合の保険給付の制限

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第63条

基準規定 介護保険法第63条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

[介護保険法]
第６３条 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁された者については、
その期間に係る介護給付等は、行わない。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 第一号被保険者に係る保険料の賦課

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 介護保険法第129条第2項

基準規定
介護保険法施行令第38条、第39条
上天草市介護保険条例第3条第1項及び第2項

不利益処分の処分基準（個票）

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  

介護保険法施行令
第３８条 　各年度における保険料率に係る法第１２９条第２項 に規定する政令で定
める基準は、基準額に当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる
第1号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める標準割合（市町村が保険
料を賦課する場合に通常よるべき割合であって、特別の必要があると認められる場
合においては、保険料収納必要額を保険料により確保することができるよう、市町村
が次の各号の区分ごとの第1号被保険者数の見込数等を勘案して設定する割合）を
乗じて得た額であることとする。
一 　次のいずれかに該当する者　10分の5
イ　老齢福祉年金の受給権を有している者であって、次のいずれかに該当するもの
（ロに該当する者を除く。）
（１）　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が、当該保険料の賦課期日の属
する年度分の地方税法 の規定による市町村民税が課されていない者（以下この項
及び次条第1項において「市町村民税世帯非課税者」という。）
（２）　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの
ロ　被保護者
ハ　市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年
中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計
所得金額の合計額が80万円以下であり、かつ、イ、ロ又はニに該当しないもの
ニ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（イ（（１）に係る部分を除
く。）、次号ロ、第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ又は第8号ロに該当す
る者を除く。）
二 　次のいずれかに該当する者　10分の7.5
イ　市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年
中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計
所得金額の合計額が120万円以下であり、かつ、前号に該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（前号イ（（１）に係る部分を
除く。）、次号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ又は第8号ロに該当する者を
除く。）
三 　次のいずれかに該当する者　10分の7.5
イ　市町村民税世帯非課税者であり、かつ、前2号に該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ又は第8号ロに該当する者を除く。）
四 　次のいずれかに該当する者　10分の9
イ　当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法 の規定による市町村民税が
課されていない者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年中の公的年
金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額の
合計額が80万円以下であり、かつ、前3号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第6号ロ、第7号ロ又は第8号ロに該当する者を除く。）
五 　次のいずれかに該当する者　10分の10

処分基準



イ　当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法 の規定による市町村民税が
課されていない者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第7号ロ又は第8号ロに該当する者を除く。）
六 　次のいずれかに該当する者　10分の12
イ　合計所得金額が基準所得金額未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも
該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ又は第8号ロに該当する者を除く。）
七 　次のいずれかに該当する者　10分の13
イ　合計所得金額が基準所得金額未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも
該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）又は次号ロに該当する者を除く。）
八 　次のいずれかに該当する者　10分の15
イ　合計所得金額が基準所得金額未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも
該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）に該当する者を除く。）
九 　前各号のいずれにも該当しない者　10分の17
２ 　前項の基準額は、計画期間（法第147条第2項第1号 に規定する計画期間をい
う。以下同じ。）ごとに、保険料収納必要額を予定保険料収納率で除して得た額を補
正第1号被保険者数で除して得た額を基準として算定するものとする。
３ 　前2項の保険料収納必要額（以下「保険料収納必要額」という。）は、計画期間に
おける各年度の第1号に掲げる額の合算額の見込額から第2号に掲げる額の合算額
の見込額を控除して得た額の合算額とする。
一 　介護給付及び予防給付に要する費用の額、市町村特別給付に要する費用の
額、地域支援事業に要する費用の額、保健福祉事業に要する費用の額、財政安定
化基金拠出金の納付に要する費用の額、法第147条第2項第1号 に規定する基金事
業借入金の償還に要する費用の額並びにその他の介護保険事業に要する費用（介
護保険の事務の執行に要する費用を除く。）の額の合算額
二 　法第121条 、第123条第1項及び第2項並びに第124条の規定による負担金、法
第122条 の規定による調整交付金、法第122条の2 並びに法第123条第3項 及び第4
項 の規定による交付金、法第125条 の規定による介護給付費交付金、法第126条
の規定による地域支援事業支援交付金、法第127条 及び第128条 の規定による補
助金その他介護保険事業に要する費用のための収入（法第124条の2第1項 の規定
による繰入金及び介護保険の事務の執行に要する費用に係るものを除く。）の額の
合算額
４ 　第2項の予定保険料収納率は、計画期間における各年度に賦課すべき保険料の
額の総額の合算額に占めるこれらの年度において収納する保険料の見込総額の合
算額の割合として厚生労働省令で定める基準に従い算定される率とする。
５ 　第2項の補正第1号被保険者数は、計画期間における各年度について第1項各号
の区分ごとの第1号被保険者数の見込数として厚生労働省令で定めるところにより算
定した数に、それぞれ当該各号に定める標準割合（市町村が第1項の規定によりこれ
と異なる割合を設定するときは、当該割合）を乗じて得た数を合計した数を当該計画
期間について合算した数とする。
６ 　第1項第6号の基準所得金額は、同項第7号の基準所得金額未満の額であって、
全ての市町村に係る同項第6号に該当することとなる第1号被保険者数の見込数と、
全ての市町村に係る同項第7号に該当することとなる第1号被保険者数の見込数と
の均衡が図られること等を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。ただし、当該額
によることが適当でないと認められる特別の必要がある場合においては、保険料収
納必要額を保険料により確保することができるよう、市町村が同項各号の区分ごとの
第1号被保険者数の見込数等を勘案して設定する額とすることができる。
７ 　第1項第7号の基準所得金額は、全ての市町村に係る第1号から第3号までに掲
げる規定に該当する第1号被保険者数の見込数に、それぞれ当該各号に定める割
合を乗じて得た数を合算した数と、全ての市町村に係る第4号及び第5号に掲げる規
定に該当することとなる第1号被保険者数の見込数に、それぞれ当該各号に定める
割合を乗じて得た数を合算した数との均衡が図られること等を勘案して厚生労働大
臣が定める額とする。ただし、当該額によることが適当でないと認められる特別の必
要がある場合においては、保険料収納必要額を保険料により確保することができる



よう、市町村が同項各号の区分ごとの第1号被保険者数の見込数等を勘案して設定
する額とすることができる。
一 　第1項第1号　10分の5
二 　第1項第2号及び第3号　10分の2.5
三 　第1項第4号　10分の1
四 　第1項第6号及び第7号　10分の2.5
五 　第1項第8号及び第9号　10分の6
８ 　第1項第8号の基準所得金額は、同項第7号の基準所得金額を超える額であっ
て、全ての市町村に係る同項第8号に該当することとなる第1号被保険者数の見込数
と、全ての市町村に係る同項第9号に該当することとなる第1号被保険者数の見込数
との均衡が図られること等を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。ただし、当該
額によることが適当でないと認められる特別の必要がある場合においては、保険料
収納必要額を保険料により確保することができるよう、市町村が同項各号の区分ごと
の第1号被保険者数の見込数等を勘案して設定する額とすることができる。
９ 　法第148条第1項 の規定に基づき市町村相互財政安定化事業を行う市町村につ
いて第2項 から第5項 までの規定を適用する場合においては、第2項中「計画期間
（法第147条第2項第1号 に規定する計画期間をいう。」とあるのは「事業実施期間
（法第148条第2項 に規定する事業実施期間をいう。」と、第3項中「計画期間」とある
のは「事業実施期間」と、同項第1号中「償還に要する費用の額」とあるのは「償還に
要する費用の額、市町村相互財政安定化事業（法第148条第1項 に規定する市町村
相互財政安定化事業をいう。以下この条において同じ。）により負担する費用の額」
と、同項第2号 中「補助金」とあるのは「補助金、市町村相互財政安定化事業により
交付される費用の額」と、第4項及び第5項中「計画期間」とあるのは「事業実施期間」
とする。
１０ 　第1項第1号に掲げる第1号被保険者の保険料の減額賦課についての法第146
条 に規定する政令で定める基準は、基準額に同号に定める割合（市町村が同項の
規定によりこれと異なる割合を設定するときは、当該割合）から10分の0.5を超えない
範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額であることと
する。
（特別の基準による保険料率の算定）
第39条 　前条第1項の規定にかかわらず、特別の必要がある場合においては、市町
村は、基準額に各年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第1号被
保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を保険料率と
することができる。この場合において、市町村は、第9号に掲げる第1号被保険者の区
分を合計所得金額に基づいて更に区分し、当該区分に応じて定める割合を乗じて得
た額を保険料率とすることができる。
一 　次のいずれかに該当する者　10分の5を標準として市町村が定める割合
イ　老齢福祉年金の受給権を有している者であって、次のいずれかに該当するもの
（ロに該当する者を除く。）
（１）　市町村民税世帯非課税者
（２）　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの
ロ　被保護者
ハ　市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年
中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計
所得金額の合計額が80万円以下であり、かつ、イ、ロ又はニに該当しないもの
ニ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（イ（（１）に係る部分を除
く。）、次号ロ、第3号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロ
に該当する者を除く。）
二 　次のいずれかに該当する者　10分の7.5を標準として市町村が定める割合
イ　市町村民税世帯非課税者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年
中の公的年金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計
所得金額の合計額が120万円以下であり、かつ、前号に該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（前号イ（（１）に係る部分を
除く。）、次号ロ、第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当
する者を除く。）
三 　次のいずれかに該当する者　10分の7.5を標準として市町村が定める割合
イ　市町村民税世帯非課税者であり、かつ、前2号に該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当する者を



除く。）
四 　次のいずれかに該当する者　10分の9を標準として市町村が定める割合
イ　当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法 の規定による市町村民税が
課されていない者であって、当該保険料の賦課期日の属する年の前年中の公的年
金等の収入金額及び当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額の
合計額が80万円以下であり、かつ、前3号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当する者を除く。）
五 　次のいずれかに該当する者　10分の10を標準として市町村が定める割合
イ　当該保険料の賦課期日の属する年度分の地方税法 の規定による市町村民税が
課されていない者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（(1)に係る部分を
除く。）、次号ロ、第7号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当する者を除く。）
六 　次のいずれかに該当する者　10分の10を超える割合で市町村が定める割合
イ　合計所得金額が市町村が定める額未満である者であり、かつ、前各号のいずれ
にも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ、第8号ロ又は第9号ロに該当する者を除く。）
七 　次のいずれかに該当する者　前号に定める割合を超える割合で市町村が定め
る割合
イ　合計所得金額が前号イに規定する額を超える額であって市町村が定める額未満
である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）、次号ロ又は第9号ロに該当する者を除く。）
八 　次のいずれかに該当する者　前号に定める割合を超える割合で市町村が定め
る割合
イ　合計所得金額が前号イに規定する額を超える額であって市町村が定める額未満
である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）又は次号ロに該当する者を除く。）
九 　次のいずれかに該当する者　前号に定める割合を超える割合で市町村が定め
る割合
イ　合計所得金額が前号イに規定する額を超える額であって市町村が定める額未満
である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの
ロ　要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による割
合を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（第1号イ（（１）に係る部分
を除く。）に該当する者を除く。）
十 　前各号のいずれにも該当しない者　前号に定める割合を超える割合で市町村が
定める割合
２ 　市町村は、前項の規定により、同項各号に定める割合、同項第6号イ、第7号イ、
第8号イ及び第9号イに規定する額並びに同項第9号に掲げる第1号被保険者の区分
を合計所得金額に基づいて更に区分する場合には当該合計所得金額及び当該区分
に応じて定める割合を定めるに当たっては、保険料収納必要額を保険料により確保
することができるようにするものとする。
３ 　前条第2項から第5項までの規定は、第1項の基準額の算定について準用する。
この場合において、同条第5項中「第1項各号」とあるのは「次条第1項各号」と、「標準
割合（市町村が第1項の規定によりこれと異なる割合を設定するときは、当該割合）」
とあるのは「割合」と読み替えるものとする。
４ 　前条第9項の規定は、法第148条第1項 の規定に基づき市町村相互財政安定化
事業を行う市町村について前項の規定を適用する場合において準用する。
５ 　第1項第1号に掲げる第1号被保険者の保険料の減額賦課についての法第146条
に規定する政令で定める基準は、基準額に同号に定める割合から10分の0.5を超え
ない範囲内において市町村が定める割合を減じて得た割合を乗じて得た額であるこ
ととする。

[上天草市介護保険条例]
第３条　平成27年度から平成29年度までの各年度における保険料率は、次の各号に
掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
(１)　介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）第38条第１項第



聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

１号に掲げる者　33,600円
(２)　令第38条第１項第２号に掲げる者　50,400円
(３)　令第38条第１項第３号に掲げる者　50,400円
(４)　令第38条第１項第４号に掲げる者　60,480円
(５)　令第38条第１項第５号に掲げる者　67,200円
(６)　令第38条第１項第６号に掲げる者　80,640円
(７)　令第38条第１項第７号に掲げる者　87,360円
(８)　令第38条第１項第８号に掲げる者　100,800円
(９)　令第38条第１項第９号に掲げる者　114,240円
２　前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る平成27
年度及び平成28年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、30,240円とす
る。



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 督促手数料の徴収

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市介護保険条例第9条

基準規定 上天草市介護保険条例第9条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第９条　保険料の督促手数料は、督促状１通につき100円とする。ただし、やむを得
ない理由があると認める場合においては、これを徴収しない。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 延滞金の徴収

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市介護保険条例第10条

基準規定 上天草市介護保険条例第10条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第10条法第132条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負う者（以下
「保険料の納付義務者」という。）が納期限後にその保険料を納付する場合における
延滞金の計算及び納付については、上天草市税の例による。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 被保険者に対する過料

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市介護保険条例第15条、第16条、第17条、第18条、第19条

基準規定 上天草市介護保険条例第15条、第16条、第17条、第18条、第19条

聴聞・弁明手続 弁明

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第15条　第１号被保険者が法第12条第１項本文の規定による届出をしないとき（同
条第２項の規定により当該第１号被保険者の属する世帯の世帯主から届出がなさ
れたときを除く。）又は虚偽の届出をした者は、10万円以下の過料に処する。
第16条　法第30条第１項後段、法第31条第１項後段、法第33条の３第１項後段、法
第34条第１項後段、法第35条第６項後段、法第66条第１項若しくは第２項又は法第
68条第１項の規定により被保険者証の提出を求められてこれに応じない者は、10万
円以下の過料に処する。
第17条　被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは第１号被保険者の属する世帯
の世帯主又はこれらであった者が正当な理由なしに、法第202条第１項の規定により
文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同項の規
定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、10万
円以下の過料に処する。
第18条　偽りその他不正の行為により保険料その他この法律の規定による徴収金
（法第150条第１項に規定する納付金及び法第157条第１項に規定する延滞金を除
く。）の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過
料に処する。
第19条　第15条から前条までの過料の額は、情状により、市長が定める。
２　第15条から前条までの過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定す
る納期限は、その発布の日から起算して10日以上を経過した日とする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 老人福祉センターの使用許可の取消し等

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市老人福祉センター条例第9条の2

基準規定 上天草市老人福祉センター条例第9条の2

聴聞・弁明手続
適用除外
※第13条第2項第1号（緊急性につき処分手続き不要）に該当する場合有

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第９条の２　市長は、第７条第１項の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当
するとき、又は管理上支障があると認めるときは、使用の許可を取り消し、若しくは
変更し、又は使用を停止させることができる。
(１)　この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。
(２)　第７条第２項の規定による許可の条件に違反したとき。
(３)　虚偽その他不正の手段により許可を受けたとき。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 老人福祉センター使用料の徴収

処分権者 市長

根拠区分 例規

根拠規定 上天草市老人福祉センター条例第10条

基準規定 上天草市老人福祉センター条例第10条

聴聞・弁明手続 適用除外

更新日 平成29年3月30日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準

第10条　センターの使用料金は、別表１に定める額とする。

所管部署：健康福祉部　高齢者ふれあい課  



整理番号 部 課 係
処分区分

（申請/不利益）
処分の概要

根拠区分
（法令/例規）

法令/例規名称 根拠条項 備考

総務企画部 総務課 総括係 申請 地縁による団体の認可 法令 地方自治法 第263条の2第1項
総務企画部 総務課 総括係 不利益 地縁による団体の認可の取消し 法令 地方自治法 第263条の2第14項

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

申請に対する処分及び不利益処分一覧表

記入例



所管部署：総務企画部総務課

審査基準/標準処理期間

許認可等の名称 地縁による団体の認可

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 地方自治法第２６０条の２第１項

基準規定
地方自治法第２６０条の２第２項～第４項
地方自治法施行規則第１８条

標準処理期間 １４日　ただし、事前協議を含めると概ね３か月

更新日

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間（個票）

審査基準

(1) 認可地縁団体の認可は、地縁による団体のうち以下の①から④までに該当する
ものについて、その団体の代表者が行う申請に基づいて行う。
① その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域
社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活
動を行っていると認められること。
② その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。
③ その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、そ
の相当数の者が現に構成員となっていること。
④ 規約を定めていること。
(2) 規約には、以下の①から⑧までの事項が定められていなければならない。
① 目的
② 名称
③ 区域
④ 主たる事務所の所在地
⑤ 構成員の資格に関する事項
⑥ 代表者に関する事項
⑦ 会議に関する事項
⑧ 資産に関する事項
(3) (1)の②の区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたって存続している区
域の現況によらなければならない。
(4) (1)の申請は、団体の代表者が、申請書に以下の①から⑧までの書類を添え、当
該地縁による団体の区域を包括する市町村の長に対し行うものとする。
① 規約
② 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類
③ 構成員の名簿
④ 申請時に不動産又は不動産に関する権利等（以下「不動産等」という。）を保有し
ている団体にあっては保有資産目録、申請時に不動産等を保有することを予定して
いる団体にあっては保有予定資産目録
⑤ その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域
社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書
類
⑥ 申請者が代表者であることを証する書類
⑦ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条
第２項に規定する特例民法法人が認可地縁団体に移行する場合には、租税特別措
置法施行令第４４条の２第１項に規定する総務大臣が定める基準を満たすことを明ら
かにする書類
⑧ 地方税法附則第４１条第３項に規定する特定一般社団法人又は同項に規定する
特定一般財団法人が認可地縁団体に移行する場合には、地方税法施行令附則第２
３条第７項に規定する総務大臣が定める基準を満たすことを明らかにする書類



処分が複数ある場合は、処分ごとにシートを分けて記載してください。



所管部署：総務企画部総務課

処分基準/聴聞・弁明手続

不利益処分の名称 認可地縁団体の認可の取消し

処分権者 市長

根拠区分 法令

根拠規定 地方自治法第２６０条の２第１４項

基準規定

聴聞・弁明手続 聴聞

更新日

不利益処分の処分基準（個票）

処分基準
未設定理由：将来的に処分の対象の発生が見込まれるものの、過去に処分の実績
がなく又は稀であって、あらかじめ処分基準を設定することは困難である。



処分が複数ある場合は、処分ごとにシートを分けて記載してください。


